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序章 本調査研究の目的・概要 

 

序-1. 本調査研究の目的 

 近年、機動的に対応する政策が多くなったことや、いわゆる政治主導の流れもあり、政策決定の様相

が大きく変化している。とくに、内閣官房に各種本部等を設けて総合調整している政策や府省横断的な

政策課題といった、内閣の重要政策である「より上位の政策等」については増加しているところである。

より上位の政策は閣議決定や基本方針等により、達成すべき目標やその目標の達成状況を測定する重要

成果指標（KPI）等の設定が進められているが、体系化は行われておらず、政策評価も行われていない

状況にある。 

 他方、内閣の重要政策に係る政策手段として位置付けられているのは、多くが各府省の個別施策・事

務事業であるため、この個別施策等については、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（平成 13 年

法律第 86 号）に基づき、各府省において政策評価が実施されているものの、あくまで各府省の政策に

係る目標の達成状況を評価する観点であり、内閣の重要政策に係る目標の達成状況を評価するものとは

なっていない。 

 適切に政策評価制度を運用する観点および内閣の重要政策の影響を大きく受ける各府省の個別施策

等に係る政策評価の形骸化を防ぐためにも、経済協力開発機構（OECD）に加盟し、政策評価制度を導

入している先進諸国を対象として、政権の重要政策であるより上位の政策等に関する評価制度を調査研

究し、日本におけるより上位の政策等である内閣の重要政策に対する評価制度の確立を目指すものであ

る。 
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序-2. 本調査研究の概要 

 本調査研究では、既存の先行研究から OECD に加盟し、政策評価制度を導入している先進 7 か

国を取り上げて、より上位の政策等に関する評価制度に関する公表情報を文献やインターネット

等を通じて収集した（図表序-1）。 

 

図表序-1 本調査研究で取り上げる先進 7か国におけるより上位の政策等 

国 より上位の政策等 

オーストラリア  重要領域 

カナダ  経営・資源・成果の構造（MRRS）に基づくカナダパフォーマンス 

フランス  予算組織法（LOLF）におけるミッションと横断的政策 

オランダ  ハイレベルアセスメント・府省横断的政策調査（IBO） 

ニュージーランド  より良い公共サービス（BPS） 

英国 
 単独府省事業計画（SDP） 

 マニフェスト 

米国 
 政府業績成果現代化法（GPRAMA） 

 会計検査院（GAO） 

注：国の順番は、英語表記でのアルファベット順。 

 

 先進 7 か国におけるより上位の政策等に関する評価制度の情報は、文献やインターネット等を通

じて次の事項について収集し、制度の仕組みや評価の事例を整理した上で、制度の重要な仕組み

として評価対象と評価主体、評価方法、評価結果の活用方法の特徴を明らかにして、日本におけ

るより上位の政策等に関する評価制度の構築に向けた課題を検討した。 

－概要 

－制度の仕組み 

 ＊評価対象 

 ＊評価主体 

 ＊評価方法 

 ＊評価サイクル 

 ＊評価結果の活用方法 

－評価の事例 

－制度の特徴 

  



 

-3- 

第 1章 各国におけるより上位の政策等の評価制度の概要 

 

1-1. オーストラリア：重要領域 

(1) 概要 

 オーストラリアでは 2015 年に自由党のターンブル政権がアボット政権を引き継いで発足し、オ

ーストラリア首相・内閣府では重要な国益である 10 分野を「重要領域」として設定し、それぞれ

について関係府省と調整して「現在の主な取組」を示している。重要領域は政権の重要政策であ

り、より上位の政策等として位置付けられる。 

 

(2) 制度の仕組み 

➀ 評価対象 

 重要領域の評価対象は、「サイバーセキュリティ」等の 10 分野であり、それぞれには関連する現

在の主な取組が設定されている（図表 1-1）。 

図表 1-1 重要領域とそれぞれの現在の主な取組 

重要領域 現在の主な取組 

都 市  スマートシティ計画 

サイバーセキュリティ 

 サイバーセキュリティチャレンジ・コンテスト 

 サイバーセキュリティ戦略 

 サイバーセキュリティに関する国際基準での取組 

 サイバーセキュリティにおける女性の役割 

国内政策 

 より革新的で先進的なオーストラリアを目指す 

 国民中心の行動経済学 

 幼児教育・育児・学校教育 

 効果的な連邦・州・地方の関係 

 ICT調達に関するタスクフォース 

 保健医療制度の向上 

 オーストラリア国民の福利に繋がる生産的なインフラ 

 社会福祉サービスと移民 

 戦略的な予算編成と経済 

 気候変動の取組・エネルギー生産性・環境の向上 

 過去の国内政策に関するタスクフォース 

政 府 

 資格制度に関する議会の独立性 

 記念日のメッセージ 

 オーストラリア国歌 

 オーストラリア国旗 

 オーストラリアのシンボル 

 儀典に関する事項 

 オーストラリアの紋章 

 府省から政府への報告に関する調整・承認 

 栄誉に関する事項 

 国民への栄誉 

 公的チャリティー 

 議会に関する情報 

 政策の実施 

 公益開示法 
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重要領域 現在の主な取組 

先住民問題 

 格差の是正 

 コミュニティーの安全 

 憲法の理解 

 オーストラリアの文化と潜在能力 

 経済発展 

 教育 

 雇用 

 コミュニティーの強化 

 環境 

 根拠の提示 

 助成金・基金 

 コンプライアンス 

 健康と福利 

 先住民地域における近代化戦略 

 国土 

 先住民問題に関する首相の補佐委員会 

 オーストラリアの地方戦略プログラム 

外交政策 

 国際的な取組 

 サミット 

 貿易協定 

安全保障 

 2017年度インテリジェンスレビュー 

 安全保障に関する法律のモニタリング 

 テロリズム対策調整機関 

 2020年度のビジョン：安全保障環境のロードマップ 

女性のための事務局 

 助成金・基金 

 国際フォーラム 

 リーダーシップ 

 平等と多様性に関する会議 

 女性の経済安全保障 

 女性の安全 

公共データ 

 公共サービスのデータの取り扱いに関する研修 

 国内データの分類 

 オープンデータ 

 公共データの取扱 

 公共データに関する政策 

 公共部門のデータ管理プロジェクト 

 データの情報公開に関する事項 

規 制 

 規制改革に関するアプローチ 

 規制のベストプラクティス 

 規制の策定・管理面の向上 

 規制の影響調査 

 ステークホルダーとの連携 

 規制の策定に関するガイダンス 

 国際的な規制との関わり方 

 規制の負荷の計測 

 規制策定における調整 

 規制の成功事例の報告 

出典：Department of the Prime Minister and Cabinet, “Areas of Focus”,  (http://www.dpmc.gov.au/areas-

of-focus)より作成 

 

② 評価主体 

 重要領域の評価主体は、オーストラリア首相・内閣府や関係府省である。重要領域によって外部

http://www.dpmc.gov.au/areas-of-focus
http://www.dpmc.gov.au/areas-of-focus


 

-5- 

の有識者が客観的な外部評価を行ってオーストラリア首相・内閣府や関係府省に報告している場

合があり、サイバーセキュリティではオーストラリア政府のパートナーである民間企業のシスコ

が外部評価を実施している。重要領域のサイバーセキュリティの外部評価では、政府機関や民間

企業等と 180 回程度意見交換して、評価結果はセミナー等を通じて報告しており、高い評価を受

けている。 

 

③ 評価方法 

 重要領域の評価はオーストラリア首相・内閣府の年次報告書に取りまとめられており、「政策の管

理と説明」で取り上げられている。オーストラリア首相・内閣府の年次報告書における重要領域

の評価では、重要領域の目的と指標の目標を設定し、目標の達成状況を定性的・定量的に分析し

て「達成」や「進行中」と評価している（図表 1-2）。 

 

図表 1-2 重要領域に関する評価対象と評価主体、評価方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Department of the Prime Minister and Cabinet, “Areas of Focus”,  

 (http://www.dpmc.gov.au/areas-of-focus)より作成 

 

④ 評価サイクル 

 重要領域の評価制度は確立されておらず、評価サイクルは決まっていないが、オーストラリア首

相・内閣府の年次報告書において目標の達成状況等が毎年度評価されている。 

 

⑤ 評価結果の活用方法 

 重要領域の評価結果は、オーストラリア首相・内閣府による首相への年次報告書の提出を通じて

報告されており、重要領域に関する現在の主な取組の見直し等に活用されている。例えば、重要

領域のサイバーセキュリティの評価結果に基づいて、「オーストラリアのサイバーセキュリティ

都 市 スマートシティ計画

サイバーセキュリティ

サイバーセキュリティチャレンジ・コンテスト

サイバーセキュリティ戦略

サイバーセキュリティに関する国際基準での取組

サイバーセキュリティにおける女性の役割

… …

【重要領域】 【現在の主な取組】

10分野

より上位の政策等として、オーストラリア首相・
内閣府と関係府省が評価

⇒オーストラリア首相・内閣府の年次報告書に
取り上げられて、「達成」や「進行中」と評価

http://www.dpmc.gov.au/areas-of-focus
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戦略」（2016 年）が策定されており、現在の主な取組が実現している。 

 

(3) 評価の事例：サイバーセキュリティ 

 オーストラリア首相・内閣府の年次報告書では、重要領域について実施した成果を整理した上で、

指標の達成状況を定性的・定量的に分析し、達成や進行中と評価している。 

 例えば、重要領域のサイバーセキュリティでは、「安全保障上の脅威を事前に予測し、効果的に対

応するというオーストラリアの国益に適う体制強化のため、リーダーシップを取り、安全保障の

関係機関と調整」と、「オーストラリアの安全保障、繁栄、分析、影響を促進する政府の対外活動

を推進」が指標として設定されており、実施状況を定性的に分析して、それぞれ達成と評価され

ている（図表 1-3）。 

 

図表 1-3 重要領域のサイバーセキュリティの評価 

実施した成果 

 政府の政策決定、戦略策定においてリーダーシップを取り、政策調整、モニタリング、政府全体の取組の調整

を実施した 

指 標 評 価 

 安全保障上の脅威を事前に予測し、効果的に対応するというオーストラリアの国益に適う体

制強化のため、リーダーシップを取り、安全保障の関係機関と調整 
達成 

 オーストラリアの安全保障、繁栄、分析、影響を促進する政府の対外活動を推進 達成 

出典：Department of the Prime Minister and Cabinet, “Areas of Focus”,  (http://www.dpmc.gov.au/areas-

of-focus)より作成 

 

(4) 制度の特徴 

➀ 評価制度 

（Ⅰ）評価対象 

 重要領域が政権の重要政策であり、評価対象となっている。重要領域はサイバーセキュリティ等

の 10 分野に渡り、それぞれの重要領域には現在の主な取組が設定されている。 

 

（Ⅱ）評価主体 

 重要領域の評価は、オーストラリア首相・内閣府や関係府省が実施する。なお、重要領域によっ

て、外部評価を行う場合がある。 

 

（Ⅲ）評価方法 

 重要領域の評価は、オーストラリア首相・内閣府の年次報告書に取りまとめられ、指標の達成状

況を定性的・定量的に分析し、達成や進行中と評価している。 

 

② 評価結果の活用方法 

 重要領域の評価結果は、オーストラリア首相・内閣府の年次報告書を通じて首相に報告され、重

http://www.dpmc.gov.au/areas-of-focus
http://www.dpmc.gov.au/areas-of-focus


 

-7- 

要領域に関する現在の主な取組の見直し等に活用されている。しかし、重要領域の評価結果を関

係府省の政策に反映する仕組みは、オーストラリア首相・内閣府のホームぺージ資料等では確認

されていない。 
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1-2. カナダ：MRRSに基づくカナダパフォーマンスの評価 

(1) 概要 

 カナダでは、2000 年から政府の重要政策に関する業績を議会に報告する取組である「カナダパフ

ォーマンス」を開始している。また、2010 年から各府省が重要政策を体系化して評価する「経営・

資源・成果の構造」（MRRS）を導入しており、評価結果を議会に報告している。カナダパフォー

マンスで取り上げる政府の重要政策について、各府省は MRRS に基づいて重要政策を体系化し、

国家財政委員会事務局（TBS）が政府の重要政策、各府省がそれぞれの府省の重要政策を評価し

ている。カナダパフォーマンスで取り上げている政府の重要政策と、MRRS に基づいてそれらに

体系化されている各府省の重要政策は、政権の重要な各府省の政策であり、より上位の政策等と

して位置付けられる。 

 なお、2012 年以降、カナダパフォーマンスの取組は停止しており、2016 年 7 月 1 日から MRRS

は新しい政策体系を成果志向で評価する「成果に関する政策」に移行している（BOX（15 ペー

ジ））。 

 

(2) 制度の仕組み 

➀ 評価対象 

 カナダパフォーマンスでは経済分野と社会分野、国際分野、政府分野の 4つの支出分野を設定し、

それぞれの支出分野に 16 の政策を打ち出している（図表 1-4）。 

図表 1-4 カナダパフォーマンスの 16政策 

支出分野 

経済分野 社会分野 国際分野 政府分野 

 カナダ人のための所得

保障と雇用 
 健康的なカナダ人 

 国際参画を通じた安

全・安心な世界 

 強力で独立した民主主

義制度 

 強い経済成長  安心・安全なカナダ 

 国際的な持続可能な開

発を通じた世界の貧困

削減 

 透明化及び応答責任

を果たす連邦政府 

 革新的で知識集約型

経済 

 言語的二重性や社会

的包摂を促進する多様

な社会 

 強力かつ互恵的な北

米パートナーシップ  良く管理された効率的

な政府 
 清潔で健康的な環境  活気に満ちたカナダの

文化遺産 

 グローバル商取引を通

じた豊かなカナダ  公正で安全な市場 

出典：Treasury Board of Canada, “Canada's Performance 2009-2010”, 2010 より作成 

 

 カナダパフォーマンスの政策について、各府省は MRRS に基づき目的を表す「戦略アウトカム」

と、それぞれの具体的な政策である「プログラム」と「サブプログラム」、「サブサブプログラム」

を設定している。2011 年のカナダパフォーマンスでは、戦略アウトカムは 200 程度、プログラム

は 400 程度設定されている。例えば、カナダ保健省ではカナダパフォーマンスの政策である「健

康的なカナダ人」について、「カナダ人のニーズに合った保険制度の対応」という戦略アウトカム

を設定し、プログラムには「カナダ保険制度政策」や「特別な保健サービス」、「少ない公用語を
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使用するコミュニティーの発展」を設定している（図表 1-5）。このように MRRS に基づくカナ

ダパフォーマンスの評価では、カナダパフォーマンスの政策と戦略アウトカム等が評価対象とな

っている。 

図表 1-5 カナダ保健省によるカナダパフォーマンスの政策と戦略アウトカム等の体系化の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Health Canada, “Performance Report 2014-2015”, 2015.より作成 

 

② 評価主体 

 財政政策等に関連する大臣から構成される国家財政委員会があり、国家財政委員会事務局（TBS）

が国家財政委員会に対して効率的な行政運営を提言している。TBS はカナダパフォーマンス・

MRRSといった行政改革を所管している。 

 MRRS に基づくカナダパフォーマンスの評価では、TBS がカナダパフォーマンスの政策を評価

している。また、各府省は戦略アウトカム等の評価を行っており、MRRS に基づいてカナダパフ

ォーマンスに関連する政策を体系化した上で、今後 3 か年の戦略アウトカムや政策の優先順位、

成果指標と目標等を示した「歳出計画・優先報告」（RPP）を策定し、「府省業績報告」（DPR）に

おいて RPP を評価して、TBS の承認を経て議会に報告している（図表 1-6）。 

図表 1-6 カナダパフォーマンス・MRRSの政策体系と評価主体の関係 

  

 

 

 

 

 

 

 

注：（ ）は、設定数を表す。 

出典：総務省『カナダ・米国における実績評価の動向及びその運用実態に関する調査研究報告書』、2013年.より作

成 

戦略アウトカム 
プログラム 

カナダパフォーマンスの 16 政策分野 

カナダパフォーマンス
（16政策）

戦略アウトカム（200程度）

プログラム（400程度）

サブプログラム

サブサブプログラム

TBSが評価し、
議会に報告

各府省が評価し、

TBSの承認を経て

議会に報告

【政策体系】 【評価主体】
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③ 評価方法 

 MRRSに基づくカナダパフォーマンスの評価では、カナダパフォーマンスの政策に指標を設定し

て推移を分析した上で、関連する府省の支出額・職員数を示し、主な政策の内容を紹介している

（図表 1-7）。なお、TBS が行うカナダパフォーマンスの政策の評価は、各府省における政策の見

直しに直接的には活用されていない。 

 

図表 1-7 カナダパフォーマンスの政策に関する指標（2009年度） 

支出分野 政 策 指 標 

経済分野 

カナダ人のための所得保障と雇用 
 失業率 

 低所得者率 

強い経済成長 

 実質 GDP成長率 

 コストの競争性 

 自然資源のストック（貨幣換算） 

 労働生産性向上率 

革新的で知識集約型経済 

 GDP比研究開発費 

 教育の達成度 

 特許の数（100万人あたり） 

清潔で健康的な環境 

 大気の質 

 水質 

 生物多様性 

 二酸化炭素の排出 

公正で安全な市場  新規起業に対する障壁 

社会分野 

健康的なカナダ人 

 平均寿命 

 健康度 

 医療サービスの待ち時間 

 患者の満足度 

安心・安全なカナダ 

 犯罪率 

 犯罪深刻度 

 個人の安全性 

 重大な災害 

言語的二重性や社会的包摂を促進する多様な社会 

 言語的二重性への定着サポート 

 ボランティア参加率 

 政治参加率 

 都市部でのコア住宅の必要性 

 言語的二重性への定着サポート 

活気に満ちたカナダの文化遺産  文化活動への参加率 

国際分野 

国際参画を通じた安全・安心な世界  紛争の数 

国際的な持続可能な開発を通じた世界の貧困削減 
 国内総生産比の政府開発援助費

率 

強力かつ互恵的な北米パートナーシップ  対米輸出・輸入額 

グローバル商取引を通じた豊かなカナダ  対外・対国内投資額 

政府分野 

強力で独立した民主主義制度 

 政府の効率性 透明化及び応答責任を果たす連邦政府 

良く管理された効率的な政府 

注：2009年度の TBSによるカナダパフォーマンスの評価では、16政策に関する指標が公表されている。 

出典：Treasury Board of Canada, “Canada's Performance 2009-2010”, 2010.より作成 
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 また、戦略アウトカム等の評価では、各府省は RPP においてカナダパフォーマンスの政策に関連

する戦略アウトカム等を設定し、それぞれの指標と目標、予算や職員数を定めている。各府省で

は DPR において、RPP で設定した戦略アウトカム等の目標の達成状況や、投入した費用・職員

数を分析して、政策の見直しに向けた教訓を抽出している。 

 

④ 評価サイクル 

 MRRSに基づくカナダパフォーマンスの評価では、カナダパフォーマンスの政策について毎年 11

月頃から TBS が前年度について評価を行っており、翌年 3 月に TBS が評価結果を取りまとめて

議会に報告している（図表 1-8）。 

 また、戦略アウトカム等の評価は、各府省が毎年 6～10 月頃に前年度について評価を行って DPR

を策定し、TBS の承認を経て議会に報告している。続いて、各府省は翌年 1～3 月に DPR に基づ

いて翌年度の政策を検討し、RPP を作成して TBS の承認を経て議会に報告している。 

 

図表 1-8 カナダパフォーマンスと 16政策に関する重要政策の評価サイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省『カナダ・米国における実績評価の動向及びその運用実態に関する調査研究報告書』、2013年.より作

成 

 

⑤ 評価結果の活用方法 

 カナダパフォーマンスの政策の評価結果は、TBS が議会に報告している。議会ではカナダパフォ

ーマンスの評価結果の審議を通じて、政策を見直している。 

 また、戦略アウトカム等の評価結果は各府省が DPR に取りまとめており、教訓を抽出して政策

を見直している。 

 

 

 

 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

t年度

カナダ

パフォーマンス

TBSによる評価

（t-1年度）

各府省による
PRRの策定
（t-1年度の政策
の見直し）

カナダ
パフォーマンス
の16政策に

関する各府省の
重要政策

議会
報告

議会
報告

各府省によるDPRの策定

（t-1年度の評価）
議会
報告

反 映

反 映
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(3) 評価の事例 

➀ カナダパフォーマンスの政策：「公正で安全な市場」 

 情報が充実している 2009 年度のカナダパフォーマンスの政策の評価を見ると、「公正で安全な市

場」では、最初の概要において「新規起業に対する障壁」の指標として、OECD 加盟国における

カナダの順位の推移を分析している（図表 1-9）。続いて、公正で安全な市場に関連する府省とそ

れぞれの支出額を示し、主な政策を説明している。なお、2009 年度のカナダパフォーマンスの政

策の評価では、政策の見直しは検討されていない。 

 

図表 1-9 「公正で安全な市場」の評価の概要（2009年度） 

構 成 内 容 

概 要 

 公正で安全な市場の重要性の説明 

 「新規起業に対する障壁」に関する指標として、OECD 加盟国におけるカナダの順位の推移

の分析 

 1998年・2003年・2008年の順位を紹介 

関連する府省

の支出額 

 関連する府省の公正で安全な市場に関する支出額・割合の説明 

 2009 年度は 6億カナダドル（約 480 億円。1 カナダドル＝80 円で換算）で、投資環境

の整備等を行うインダストリーカナダが 2.2億カナダドル（約 176 億円）と 35％を占めて

最も多い 

主な政策 

 関連する主な政策の説明 

 経済規制：運輸省の運輸局によるカナディアン・ナショナル鉄道とカナダ太平洋鉄道の

港湾業務に関する収入の上限の設定 等 

 航空機の乗客へのより良く・柔軟なサービス：日本等との二国間の航空交通に関する協

定の締結 等 

 資金の提供：住宅資金貸付公社による融資の増加 等 

出典：Treasury Board of Canada, “Canada's Performance 2009-2010”, 2010.より作成 

 

② 運輸省の RPP・DPRにおける「公正で安全な市場」に関する重要政策の評価 

 情報が充実している 2009 年度のカナダパフォーマンスの政策の評価にあわせて、2009 年度のカ

ナダ運輸省の RPP を見ると、カナダパフォーマンスの政策では公正で安全な市場等の 5 つの政

策が対象となっている（図表 1-10）。 
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図表 1-10 カナダ運輸省の政策体系（2009年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：太字＋下線は、例示するものを表す。 

出典：Transport Canada, “Report on Plans and Priorities 2009-2010”, 2009.より作成 

 

 カナダ運輸省は公正で安全な市場について、戦略アウトカムとして「効率的な交通システム」等、

プログラムとして「交通市場の枠組み」等を設定している。カナダ運輸省では RPP において戦略

アウトカムやプログラムについて指標と目標を設定し、DPR において目標の達成状況を評価し

て、プログラムについては主な政策を紹介している（図表 1-11）。とくに、DPR におけるプログ

ラムでは、目標の達成状況の評価において、教訓を抽出して政策を見直している。 

 

  

カナダパフォーマンスで該当する政策
（経済分野支出）
・強い経済成長
・革新的で知識集約型経済
・清潔で健康的な環境
・公正で安全な市場
（社会分野支出）
・安心・安全なカナダ

戦略アウトカム

・効率的な交通システム

戦略アウトカム

・クリーンな交通システム

戦略アウトカム

・交通のセキュリティ

戦略アウトカム

・安全な交通システム

プログラム

・交通市場の枠組み
・交通活動のゲートウェイ
・交通インフラストラクチャ
・交通イノベーション

プログラム

・交通活動ときれいな空
気
・交通活動ときれいな水
・交通活動と環境管理

プログラム

・航空の安全性
・海事の安全性
・鉄道の安全性
・道路の安全性
・危険物輸送の安全性

プログラム

・航空のセキュリティ
・海事のセキュリティ
・地上とインターモーダル
のセキュリティ
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図表 1-11 カナダ運輸省の RPP・DPRにおける効率的な交通システムと市場の枠組みに関する 

主な記載内容（2009年度） 

政策体系 記載事項 RPPでの記載 DRPでの記載 

戦略アウトカム：

効率的な交通

システム 

指標・目標 

 交通産業の生産性

（ 2009 年度から

2.5％高めて 5％に） 

 1.2％上昇 

 経済不況の影響で、2009 年の生産性はマイナ

スになるおそれ 

 交通産業のコスト

レベル（2009年度か

らの増加を 11％以

下に抑える） 

 8.6％増加 

 燃料費の増加は生産性向上分では相殺でき

ない 

プログラム： 

交通市場の 

枠組み 

指標・目標 

 2011 年までに苦情

件数を 2009 年度か

ら 5％削減 

 正確なデータは把握できていないが、おおむ

ね順調に推移 

 効果的な法制度の枠組みを形成するにあたっ

ては、ステークホルダーとの効果的な連携、コ

ンサルテーション、パートナーシップを構築する

ことが極めて重要 

支出額 
 900 万ドル（約 7 億

円） 
 1,100 万ドル（約 9 億円） 

職員数  66 名  63 名 

主な政策 － 

 （航空）欧州連合や日本・韓国・南アフリカ・

キューバ・モロッコ・エチオピア・チュニジ

ア・エルサルバドルと協定を締結し、柔軟な

航空路線の設定が可能 

 （鉄道）鉄道貨物サービスの再評価を実施 

 （海上）カナダ・米国・メキシコとの 3 国間

ワーキンググループにおいては、3 国間の海

運システムの統合促進に向けた調整、協力実

施に際する障壁の明確化 等 

注：太字＋下線は、教訓を表す。 

出典：Transport Canada, “Report on Plans and Priorities 2009-2010”, 2009 より作成 

 

(4) 制度の特徴 

➀ 評価制度 

（Ⅰ）評価対象 

 カナダパフォーマンスの政策は国家的に重要な政策であり、カナダパフォーマンスの政策と、

MRRSに基づいて各府省が体系化する戦略アウトカム等が評価対象となっている。 

 

（Ⅱ）評価主体 

 カナダパフォーマンスの政策の評価は TBS、戦略アウトカム等の評価は各府省が実施している。 

 

（Ⅲ）評価方法 

 カナダパフォーマンスの政策の評価では、指標を設定して推移を分析しているほか、関連する府

省の支出額や主な政策を紹介している。 

 また、戦略アウトカム等の評価では指標と目標を設定し、目標の達成状況を評価して、プログラ

ムについては教訓を抽出して政策を見直している。 
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② 評価結果の活用方法 

 カナダパフォーマンスの政策の評価そのものでは政策の見直しは行っていないが、評価結果は議

会に報告されて、審議を通じて政策を見直している。 

 また、戦略アウトカム等の評価ではプログラムについては教訓を抽出しており、政策の見直しに

つなげている。 

 

BOX：成果に関する政策の概要 

 2016 年 7 月 1 日に TBS は MRRS に代わる制度として、新たに「成果に基づく政策」を導入し

ている。導入の背景としては、MRRSは政策の成果に焦点を当てているものの、政策の成果の把

握が不足していたことや、報告資料が膨大であり、議会等での審議には活用が難しかったこと等

が挙げられている。 

 成果に基づく政策は政策体系が MRRS から変わっており、各府省レベルの政策体系の構築方法

が変更されている。MRRS の戦略アウトカムと上位プログラムが、成果に基づく政策では「府省

成果フレームワーク」に組み込まれている（図表 1-12）。また、MRRS の下位のプログラムは、

成果に基づく政策では「プログラムインベントリー」に組み込まれている。なお、成果に基づく

政策は下位のプログラムについて「成果情報プロファイル」を設けており、成果の達成状況等に

関する情報を取りまとめている。さらに、成果に基づく政策の実施に当たっては、「政府のアジェ

ンダ、成果、コミュニケーションに関する内閣委員会」（ARC）の設置等の組織変更や、各府省に

おいて体制が整備されている。ARC では政府の重要政策を設定して、進捗を管理するほか、各府

省における政策体系の構築を支援している。 

 

図表 1-12 MRRSから成果に基づく政策への変更点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Treasury Board of Canada Secretariat, “Connecting the dots between resources and results”, 2016

より作成 

 

  

戦略アウトカム

プログラム

サブプログラム

サブサブプログラム

主な責任事項
・成果目標
・評価指標

プログラム プログラム プログラム変 更

変 更
府省成果

フレームワーク
＊年次議会報告へ
の内容の反映

プログラム
インベントリー

＊TBS Infobase
で詳細の確認が
可能

成果情報
プロファイル

成果情報
プロファイル

成果情報
プロファイル

【MRSS】 【成果に基づく政策】
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1-3. フランス：LOLFにおけるミッションと横断的政策 

(1) 概要 

 フランスでは、予算執行を効率化するため、予算組織法（LOLF）が 2001 年に制定され、2006

年から施行されている。LOLF の政策体系は、「ミッション」－「プログラム」－「アクション」

の 3 段階であり、それぞれの概要は、次のとおりである。 

－ミッション：議会における予算の議決単位として複数の府省で設定される政府の方針を示す大

きな政策単位 

－プログラム：ミッションに基づき予算の執行単位として各府省で設定される具体的な政策単位 

－アクション：プログラムを実施する具体的な政策の単位 

 ミッション－プログラム－アクションの政策体系とは別に、府省横断的に設定される政策として、

各府省で設定されるプログラムを整理した横断的政策がある。横断的政策はミッションの枠に限

定されずに、政府が優先的に取り組む政策という視点でプログラムを整理・統合したものである

（図表 1-13）。政府の方針を示す大きな政策単位であるミッションと、政府が優先的に取り組む

プログラムである横断的政策が政権の重要政策であり、より上位の政策等として位置付けられる。 

 

図表 1-13 LOLFの政策体系と横断的政策の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：富士通総研、『フランスの公会計改革と公会計システム近代化の動向』、2008 年より作成 

 

(2) 制度の仕組み 

➀ 評価対象 

 ミッションは 2016 年度には 31 設定されており、これらのミッションと構成するプログラムが評

価対象となっている。なお、ミッションには複数の大臣が所管する府省間ミッションがあり、2016

年度には 8 つが府省間ミッションとなっている（図表 1-14）。 

 

 

 

各省庁 各省庁 各省庁

ミッション

アクション アクション アクション

横断的政策

プログラム プログラム プログラム

より上位の政策等

ミッション

各府省 各府省 各府省
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図表 1-14 ミッションと所管大臣（2016年度） 

ミッション 所管大臣 

国家の対外活動  外務・国際開発大臣 

国家の一般・地域行政  内務大臣 

農業・漁業・食料・林業・農村事業  農業・農産物加工業・林業大臣 

開発援助 
 経済・財務大臣 

 外務・国際開発大臣 

退役軍人・軍歴・国家との関係 
 国防大臣 

 首相 

国家の諮問機関・管理  首相 

引当金  財務・公会計大臣 

文 化  文化通信大臣 

防 衛  国防大臣 

国家の活動方針  首相 

エコロジー・持続可能な開発  環境・持続可能開発・エネルギー大臣 

経 済 
 経済・財務大臣 

 財務・公会計大臣 

地域間の平等・住宅  住宅・地域間平等・農村政策大臣 

国家の財政支出  財務・公会計大臣 

学校教育 
 国民教育・高等教育・研究大臣 

 農業農産物加工・林業大臣 

公共財政及び人材管理 
 財務・公会計大臣 

 地方分権・公務員大臣 

移民・難民・統合  内務大臣 

司 法  国璽
こ く じ

尚書
しょうしょ

・司法大臣 

メディア・出版・文化産業  文化・通信大臣 

海外領土  海外県・海外領土大臣 

国土政策  首相 

公権力  財務公会計大臣 

研究・高等教育 

 国民教育・高等教育・研究大臣 

 環境・持続可能開発・エネルギー大臣 

 経済産業デジタル大臣 

 国防大臣 

 文化通信大臣 

 農業・農産物加工林業大臣 

社会保障・年金制度 
 環境・持続可能開発・エネルギー大臣 

 財務・公会計大臣 

地方公共団体との関係 
 地方分権・国家改革公務員大臣 

 内務大臣 

償還・減税  財務公会計大臣 

保 健  社会厚生・女性権利大臣 

社会安全  内務大臣 

連帯・統合・機会均等  社会厚生・女性権利大臣 

スポーツ・青少年・市民生活  都市・青少年・スポーツ大臣 

労働・雇用  労働雇用・職業教育・社会対話大臣 

注：太線で囲まれたミッションは、府省横断的なミッションを表す。 

出典：Forum de la Performance, “Projet de loi de finances pour 2016 - BG”, (http://www.performance-

publique.budget.gouv.fr/documents-budgetaires/lois-projets-lois-documents-annexes-annee/exercice-

2016/projet-loi-finances-2016-bg#resultat)より作成 

 

 また、横断的政策は 2016 年度には 18 の政策が設定されており、これらの横断的政策に該当する

http://www.performance-publique.budget.gouv.fr/documents-budgetaires/lois-projets-lois-documents-annexes-annee/exercice-2016/projet-loi-finances-2016-bg#resultat
http://www.performance-publique.budget.gouv.fr/documents-budgetaires/lois-projets-lois-documents-annexes-annee/exercice-2016/projet-loi-finances-2016-bg#resultat
http://www.performance-publique.budget.gouv.fr/documents-budgetaires/lois-projets-lois-documents-annexes-annee/exercice-2016/projet-loi-finances-2016-bg#resultat
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プログラムと構成するアクションが評価対象となっている（図表 1-15）。なお、横断的政策に該

当するプログラムと構成するアクションは、ミッションの枠を超えて設定され、所管大臣の府省

が関係府省を調整する。 

 

図表 1-15 横断的政策と所管大臣（2016年度） 

横断的政策 所管大臣 

国家の対外活動  外務・国際開発大臣 

国土計画  住宅・地域間平等・農村政策大臣 

防衛及び安全保障  国防安全保障事務局（SGDN） 

社会的包摂 
 社会厚生・女性権利大臣 

 住宅・地域間平等・農村政策大臣 

少年司法  国璽
こ く じ

尚書
しょうしょ

・司法大臣 

気候変動との戦い  環境・持続可能開発・エネルギー大臣 

海外領土  海外県・海外領土大臣 

男女平等政策  社会厚生・女性権利大臣 

薬物及び薬物依存政策  首相府 

観光政策  経済産業デジタル大臣 

青少年政策  都市・青少年・スポーツ大臣 

移民・統合政策  内務大臣 

開発援助政策  外務・国際開発大臣 

国家的財産に関する政策  財務・公会計大臣 

非行防止  内務大臣 

市民の安全確保  内務大臣 

交通安全  内務大臣 

住宅  都市・青少年・スポーツ大臣 

フランスの海洋政策  環境・持続可能開発・エネルギー大臣 

注 1：「社会的包摂」には 2名の所管大臣が設定されている。 

注 2：「フランスの海洋政策」は、2016年度より横断的政策に追加された。 

出典：Forum de la Performance, “Projet de loi de finances pour 2016 - Documents de politique tranversale”, 

(http://www.performance-publique.budget.gouv.fr/documents-budgetaires/lois-projets-lois-documents-

annexes-annee/exercice-2016/projet-loi-finances-2016-documents-politique-

tranversale#.WA9E8Xnr2M8) 

 

② 評価主体 

 ミッションの評価と横断的政策の評価は、それぞれの所管大臣の府省が実施する。なお、ミッシ

ョンの評価と横断的政策の評価において、LOLF の運用に関する助言機関として、プログラムレ

ベルの評価の妥当性を確認する「府省間プログラム監査委員会」（CIAP）が設けられている。 

 

③ 評価方法 

 ミッションの評価では、ミッションを構成するプログラムの指標と目標を設定し、目標の達成状

況や予算の執行状況を分析して、有効性や効率性等が評価されている。LOLF の目的が予算執行

の効率化であるため、ミッションレベルの評価は、構成するプログラムの評価結果を整理した上

で、予算の執行状況を分析したものとなっている。 

 また、横断的政策の評価では、横断的政策に該当するプログラムと構成するアクションについて、



 

-19- 

指標と目標の達成状況や予算の執行状況等を分析して横断的政策に関する報告書（DPT）に取り

まとめられている。 

 

④ 評価サイクル 

 ミッションの評価において、指標と目標等を設定する PAP は予算編成前に策定されて議会に報

告された後、ミッション・プログラムは予算化されて実施される。実施されたミッション・プロ

グラムはプログラムの有効性や効率性等を評価して、RAP に取りまとめられて議会に報告され、

翌年度の予算編成の審議に活用される。 

 一方、横断的政策の評価は、前年度の予算と執行状況等を分析して DPT に取りまとめられて、議

会に報告され、翌年度の予算編成の審議に活用される。 

 

⑤ 評価結果の活用方法 

 LOLF ではミッションレベルで各府省に予算が配分され、各府省は PAP・RAP の策定を通じて、

政策を省内で配分された予算内で見直している。 

 また、議会はミッションのレベルで各府省に配分された予算の範囲内で、各府省のプログラムを

修正することが可能である。このため、議会は PAP・RAP や DPT の審議を通じて、各府省のミ

ッションに位置付けられるプログラムや横断的政策を見直している。 

 

(3) 評価の事例 

➀ ミッションの評価：開発援助政策 

 ミッションレベルの評価では、PAP・RAP において予算の執行状況を分析している。例えば、ミ

ッションである「開発援助政策」の評価では、フランス開発庁による発展途上国への助成金につ

いて、2013～2015 年の予算の執行状況と 2016 年度の計画予算、2017 年度の予算を分析してい

る。 

 プログラムレベルの評価では、PAP・RAP において指標と目標を設定して目標の達成状況や予算

の執行状況を分析している。例えば、開発援助政策には、「開発に関する経済・財政援助」と「発

展途上国の尊厳の獲得」の 2 つのプログラムがあり、人件費、活動費等の予算の執行状況が記載

されて、予算・決算の差額等を分析している。 

 

② 横断的政策の評価：国家の対外活動 

 図表 1-14 のとおり、横断的政策である「国家の対外活動」は、方針・目的に応じて 42 のプログ

ラムが該当する（図表 1-16）。DPT ではプログラムには指標が設定されて、目標の達成状況や予

算の執行状況等が分析される（図表 1-17）。また、DPT にはプログラムに位置付けられるアクシ

ョンを示して、予算を提示している（図表 1-18）。 
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図表 1-16 国家の対外活動の方針・目的とプログラム（一部） 

方 針 目 的 該当するプログラム 

（a） 
欧州の枠組み策定の

追求 
欧州におけるフランスの優位性の維持 

欧州及び世界でのフランスの活動 

防衛政策の環境と展望 

科学技術分野における研究 

（b） 
国内外の安全保障の

確保 

国外の安全保障強化に関する活動 
欧州及び世界でのフランスの活動 

国内における監視 

人の循環に関する問題の取り扱い 
欧州及び世界でのフランスの活動 

海外駐在フランス人と領事業務 

（c） 
バランスの取れた国際

化 
フランス企業の海外展開支援 宇宙研究 

（d） 
フランスの影響力の確

立 

フランスとフランス語の影響力の維持 

文化と影響力に関する外交政策 

スポーツに関連する政策 

TV5 Monde（国際テレビ放送）に関す

る政策 

教育・研究の推進 
高等・大学教育に関する体制 

科学技術分野における研究 

出典：Ministre des Affaires Étagères et du Développement International, “Action Extérieure de l'état”, 

Document de Politique Traversale, 2016.より作成 

 

図表 1-17 プログラムの指標の例 

プログラム 指 標 

欧州及び世界でのフランスの

活動 
 EU におけるフランス語の使用割合 

防衛政策の環境と展望  研究・技術に関する欧州諸国との協力割合 

科学技術分野における研究 
 EUの産業助成事業である研究技術開発フレームワークにおけるフラン

スの業績が占める割合 

出典：Ministre des Affaires Étagères et du Développement International, “Action Extérieure de l'état”, 

Document de Politique Traversale, 2016.より作成 

 

 

図表 1-18 アクションの例（「欧州及び世界でのフランスの活動」に位置付けられるもの） 

プログラム 位置付けられるアクション 

欧州及び世界でのフランスの

活動 

 外交上の活動との調整 

 欧州における活動 

 国際貢献 

 治安と防衛分野の協力 

 フランス外務省が実施する他の事業における支援 

 外交におけるネットワーク 

出典：Ministre des Affaires Étagères et du Développement International, “Action Extérieure de l'état”, 

Document de Politique Traversale, 2016.より作成 

 

(4) 制度の特徴 

➀ 評価制度 

（Ⅰ）評価対象 

 政府の方針を示す大きな政策単位であるミッションと、政府が優先的に取り組む政策である横断

的政策が国家的に重要な政策であり、ミッションと位置付けられるプログラムのほか、横断的政
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策と位置付けられるアクションが評価対象となっている。 

 

（Ⅱ）評価主体 

 ミッションの評価と横断的政策の評価は、それぞれの所管大臣の府省が実施し、プログラムレベ

ルの評価の妥当性を確認する CIAP が設置されている。 

 

（Ⅲ）評価方法 

 LOLF の目的は予算執行の効率化であり、予算の執行状況が重要な指標となっている。このため、

PAP・RAP に取りまとめられるミッションの評価においては、プログラムレベルでは指標と目標

を設定し、目標の達成状況や予算の執行状況を分析して、有効性や効率性等を評価した上で、ミ

ッションレベルでは予算の執行状況を分析している。 

 

② 評価結果の活用方法 

 ミッションの評価結果に基づいて、各府省は PAP・RAP の策定を通じて、政策を省内で配分され

た予算内で見直している。また、議会は PAP・RAP や DPT の審議を通じて、各府省のプログラ

ムレベルの政策を見直している。 
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1-4. オランダ：ハイレベルアセスメント・IBO 

(1) 概要 

 オランダの政策評価は、事前評価（Ex ante Evaluation）、事後評価（Ex post Evaluation）、削

減と改革オプション（Savings and reform options）という 3 つの制度があり、オランダ財務省

が所管している。事前評価では新規の政策を対象として、「問題分析」と「代替アプローチの検討」、

「効果測定」、「代替案の評価」、「結果報告」の 5 つの段階で評価が実施される。事後評価は、1999

年にオランダ財務省が議会に提出した「政策に基づく予算編成から説明に基づく予算編成へ」と

いう提言に基づき、2002 年の「定期的な評価に関する規則」（RPE）として策定されたものであ

り、評価結果を予算編成に反映する制度になっている。RPE では、議会が事後評価結果の報告に

基づき、目的が同じ複数の政策を重要政策としてまとめて評価する「ハイレベルアセスメント」

を実施することになっている。ハイレベルアセスメントの対象となる重要政策は、政権の重要な

政策であり、より上位の政策等として位置付けられる。 

 また、削減と改革オプションでは代替可能な政策の選択肢を提示することを目的として、政策の

有効性や効率性の分析を行う。削減と改革オプションは、協議のために関係府省の職員と外部専

門家から構成されるワーキンググループを設置し、ワーキンググループは府省横断的政策調査

（IBO）として評価を行う。IBO の対象となる政策は、オランダ財務省が府省横断的に取り組む

重要政策として設定するもので、政権の重要な政策であり、より上位の政策等として位置付けら

れる。 

 

(2) 制度の仕組み 

➀ 評価対象 

 ハイレベルアセスメントは、事後評価において議会に報告された目的が同じ複数の政策をまとめ

たものを評価対象としている。 

 また、IBO は、予算書に記載される全ての政策からオランダ財務省が府省横断的に取り組む重要

政策として医療や教育、社会保障の分野を中心に毎年度設定するものであり、これらが評価対象

となっている（図表 1-19・1-20）。 
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図表 1-19 2016年度までに実施が完了した IBOの評価対象 

実施年 政 策 ワーキンググループに参加する府省・組織等 

2015～2016 年 

税務当局の政策 
財務省、社会福祉環境省、厚生省、総務省、内務省、外務・

開発協力省 

道路交通の政策 
法務省、財務省、総務省、社会基盤・環境省、交通安全調査

機関 

健康なライフスタイル 
厚生省、財務省、総務省、教育文化科学省、社会福祉環境省、

内務省、経済省、社会環境研究所、中央企画局 

費用対効果の高い CO2

削減方法 

経済省、社会基盤・環境省、財務省、内務省、総務省、環境

評価庁 

2015～2014 年 

公共部門の年金基金の

有効性 

内務省、財務省、総務省、社会福祉環境省、法務省、国防省、

教育文化科学省、厚生省 

基礎教育における効果

的な学習 

教育文化科学省、財務省、総務省、経済省、社会福祉環境省、

中央企画局、社会文化計画局 

自営業 経済省、財務省、総務省、中央企画局 

防衛システムの強化 国防省、財務省、総務省、外務・開発協力省、その他有識者 

2013～2014年 

農業・漁業・食料 経済省、財務省、総務省、外務・開発協力省 

ODA における開発の新

しい定義 

外務開発協力省、財務省、総務省、社会基盤環境省、法務省、

国防省、経済省 

研 究 
教育文化科学省、財務省、総務省、経済省、厚生省、中央企

画局 

ユニバーサルヘルスケア 厚生省、財務省、総務省、その他民間企業・有識者 

2012～2013年 

65 歳以上の収入と助成

金 

社会福祉環境省、財務省、総務省、経済省、内務省、中央企

画局、中央統計局社会文化計画局 

拘留施設 法務省、財務省、総務省、内務省 

基礎教育番号の付与 教育文化科学省、財務省、総務省、経済省、内務省 

国家の占有 
財務省、総務省、社会基盤・環境省、法務省、外務・開発協

力省、経済省、内務省、中央企画局 

2011～2012年 

主要な水道・道路 厚生省、財務省、総務省、教育文化科学省 

大学病院 
社会基盤・環境省、財務省、総務省、応用科学研究機構、環

境評価庁 

2010～2011 年   

2009～2010年 自然環境 
農水省、財務省、総務省、内務省、経済省、環境評価庁、中

央企画局、ワーヘニンゲン大学、その他民間企業 

2008～2009年 行政の簡素化 

財務省、総務省、経済省、教育文化科学省、厚生省、住宅地

域計画環境省、社会福祉環境省、中央企画局、その他民間企

業・有識者 

出典：Rijksbegroting, “Beleidsonderzoek”, (http://rijksbegroting.nl/beleidsevaluaties/beleidsonderzoek)より

作成 

 

  

http://rijksbegroting.nl/beleidsevaluaties/beleidsonderzoek
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図表 1-20 2017年度に実施計画中の IBOの評価対象 

実施年 政 策 ワーキンググループに参加する府省・組織等 

2016～2017 年 

障害福祉 
社会福祉環境省、総務省、財務省、経済省、内務省、社会文

化計画局、経済省中央企画局 

医療におけるイノベー

ション 

財務省、厚生省、総務省、経済省、教育文化科学省、内務省、 

経済省中央企画局 

教育政策 
教育文化科学省、総務省、財務省、経済省、内務省、社会文

化計画局、経済省中央企画局 

即応態勢 国防省、財務省、外務・開発協力省、総務省 

基金・助成金 

財務省、総務省、経済省、厚生省、教育文化科学省、社会福

祉環境省、インフラ環境省、外務開発協力省、内務省、経済

省中央企画局 

2015～2016 年 

社会福祉 
内務省、財務省、総務省、総務省、社会福祉環境省、経済省、

環境評価庁、経済省中央企画局、その他有識者等 

奨学金（教育文化科学省

によるリスク管理） 

社会文化科学省、財務省、総務省、経済省、内務省、経済省

中央企画局 

課題指向型のインフラ

計画 
社会基盤・環境省、総務省、内務省、経済省 

2014～2015 年 警備・監視 
法務省、財務省、総務省、国防省、内務省、警察庁、法務省

起訴局、地方自治体等 

出典：Rijksbegroting, “Beleidsonderzoek”, (http://rijksbegroting.nl/beleidsevaluaties/beleidsonderzoek)より

作成  

 

② 評価主体 

 ハイレベルアセスメントは、事後評価の報告を受けた議会が行う。なお、事後評価は関連する府

省のほか、公正な評価のため、民間のシンクタンクやオランダ財務省政府監査局等から外部専門

家を最低 1 名加えて実施することになっている。 

 また、IBO の評価は、関係府省の職員と外部専門家から構成されるワーキンググループが実施す

る。 

 

③ 評価方法 

 ハイレベルアセスメントは事後評価に基づいて議会が審議し、事後評価には目標の達成状況や予

算の執行状況等が取りまとめられている。 

 また、IBOの評価では、ワーキンググループにおいて目標の達成状況の分析のほか、国際比較等

を行い、民間企業や有識者等の意見を踏まえて、代替可能な政策を検討する。 

 

④ 評価サイクル 

 事後評価は 4～7 年に 1 回、政府予算に盛り込まれる全ての政策について実施され、評価結果の

報告を受けた議会が目的を同一にする複数の政策を重要政策として整理し、ハイレベルアセスメ

ントとして評価する。 

 また、IBO はオランダ財務省が評価対象となる政策を毎年度設定し、評価を行っている。 

 

http://rijksbegroting.nl/beleidsevaluaties/beleidsonderzoek
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⑤ 評価結果の活用方法 

 ハイレベルアセスメントは事後評価と合わせて実施され、総選挙と 4 年間の政権運営期間の開始

直前において、政治家に対する情報提供のために活用される。また、ハイレベルアセスメントは

オランダ財務省において事後評価と合わせて、翌年度の予算編成に反映される。 

 毎年度行われる IBO の評価は、各ワーキンググループの議長が協議の結果をオランダ財務省に提

出し、オランダ財務省が政策の概要や修正案など代替可能な政策の選択肢を内閣に提示する。内

閣では IBO の評価に基づいて、代替可能な政策の導入など政策を見直す。 

 

(3) 評価の事例：IBO 

➀ 税務当局の政策（実施済み） 

 IBOによる「税務当局の政策」に関する議会への報告書には、税務当局が関係する役割、業務プ

ロセス、関係機関との連携、業務分析などとともに、関連する取組を踏まえた上で現状の業務を

効率化する提案などが記載されている（図表 1-21）。 

 

図表 1-21 IBOにおける税務当局の政策の見直しの主な提案 

 官民の取引に関する手続きの透明性の向上 

 課税に関する関係機関の連携の強化 

 税務監査におけるオランダ法務省との連携の強化 等 

出典：Rijksbegroting, “IBO Belastingdienst Samen in de keten: van vrijblijvende naar verbindende 

relaties”, 2016.より作成 

 

② 医療におけるイノベーション（実施予定） 

 医療におけるイノベーションの IBO では、イノベーションが医療に頼る患者の自立に寄与し、生

活の質の向上を図るため、政府が医療分野におけるイノベーションの推進を通じて、患者の生活

の質をより効率的に向上させることを目的にしている。医療におけるイノベーションの IBO は、

オランダ財務省のほか、オランダ厚生省、オランダ総務省、オランダ経済省のほか、民間の組織

のメンバーからワーキンググループを構成し、文献調査、国内外の取組に関する情報収集、有識

者に対するインタビュー調査などを実施する。ワーキンググループは財政面を考慮に入れながら、

調査を通じて政府の医療分野におけるイノベーションへの関わり方を協議し、達成目標を設定す

る。 

 

(4) 制度の特徴 

➀ 評価制度 

（Ⅰ）評価対象 

 ハイレベルアセスメントでは、事後評価において議会に報告された目的が同じ複数の政策をまと

めたものが評価対象となっている。 

 また、IBOではオランダ財務省が府省横断的に取り組む重要政策として設定したものが評価対象
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となっている。 

 

（Ⅱ）評価主体 

 ハイレベルアセスメントは、事後評価の報告を受けた議会が行う。なお、事後評価には外部専門

家を最低 1 名加えて実施することになっている。 

 また、IBO の評価は、関係府省の職員と外部専門家から構成されるワーキンググループが行う。 

 

（Ⅲ）評価方法 

 ハイレベルアセスメントは、議会が目標の達成状況や予算の執行状況等を取りまとめた事後評価

に基づいて審議する。 

 また、IBOの評価では、ワーキンググループにおいて目標の達成状況等を分析し、民間企業や有

識者等の意見を踏まえて、代替可能な政策の選択肢を検討する。 

 

② 評価結果の活用 

 ハイレベルアセスメントは、総選挙と 4 年間の政権運営期間の開始直前において、政治家への情

報提供と、オランダ財務省における予算編成に反映される。 

 また、IBOの評価結果は、オランダ財務省を通じて内閣に提出され、代替可能な政策の導入等の

政策の見直しが行われる。 
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1-5. ニュージーランド：BPS 

(1) 概要 

 ニュージーランドは重要政策として、「責任ある政府の予算管理」と「経済における生産性と競争

力の確保」、「緊縮財政下でのより良い公共サービス」、「クライストチャーチの再建」の 4 つを設

定している。そのうち、「緊縮財政におけるより良い公共サービス」について、関係府省が協力し

て目標の実現を目指す「より良い公共サービス」（BPS）が実施されており、5 分野で 10 の目標

が設定されている。BPS に取り上げられている政策が政権の重要政策であり、より上位の政策等

として位置付けられる。なお、4 つの重要政策のうち、「緊縮財政下でのより良い公共サービス」

以外の 3 つの重要政策（「責任ある政府の予算管理」と、「経済における生産性と競争力の確保」、

「クライストチャーチの再建」）についての評価は文献調査上、確認できなかった。 

 

(2) 制度の仕組み 

➀ 評価対象 

 BPS で取り上げられている 5 分野・10 目標は、図表 1-22 のとおりであり、これらが BPS の評

価対象となっている。 

 

図表 1-22 BPSの分野・目標と関係府省 

分 野 目 標 関係府省 

長期的な福祉依存の

減少 
 長期的な福祉依存の減少 社会開発省 

脆弱な環境に置かれ

た児童の支援 

 幼児教育の促進 社会開発省、教育省 

 幼児免疫の増進とリウマチ熱の減少 保健省、教育省 

 児童虐待の減少 社会開発省 

技術と雇用の促進 

 18歳人口におけるNCEAレベル 2程

度の資格取得率の増加 
教育省 

 25 歳から 34 歳人口におけるニュー

ジーランド学力レベル 4 以上の資格

取得率の増加 

教育省 

犯罪の減少 
 犯罪総数、凶悪犯罪、青少年犯罪 法務省 

 再犯防止 法務省、矯正庁 

官民の意思疎通の向

上 

 より良いビジネス－企業へのより良

い公共サービスの提供 
ビジネス・イノベーション・雇用省 

 デジタル環境を利用した行政手続き

の簡略化 
内務庁 

注：NCEAは National Certificate of Educational Achievementの略でニュージーランドの中高等学校における

資格で、レベル 2は高校 2年生程度の学力、レベル 4は大学学位程度の学力に位置付けられる。 

出典：State Services Commission, “Better Public Services”, (http://www.ssc.govt.nz/better-public-services)

より作成 

 

② 評価主体 

 BPSの評価は、関係府省が個別・共同で行う。なお、ニュージーランド政府サービス委員会は関

http://www.ssc.govt.nz/better-public-services
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係府省による BPS の評価結果をホームページで公表している。 

 

③ 評価方法 

 BPSの評価では、関係府省が目標について指標を設定し、目標の達成状況や目標の達成に向けた

取組等を検討して、年次報告書に取りまとめている（図表 1-23）。 

 

図表 1-23 BPSの分野・目標と目標値 

分 野 目 標 目標に対応する指標 

長期的な福祉依存

の減少 

長期的な福祉依

存の減少 

 2018 年 6 月には、2014 年 6 月比で生産年齢人口の福祉依存

率を 25％減少させ、政府の年金支出総額を 13 億ドルにする

（2016 年 3 月時点で福祉依存率は約 5.4％減少、年金支出額

は 3.6 億ドルを達成） 

脆弱な環境に置か

れた児童の支援 

幼児教育の促進 
 2016 年 12 月には、幼児教育の普及率を 98％にする（2016 年

6 月時点で 96.6％を達成） 

幼児免疫の増進

とリウマチ熱の

減少 

 幼児免疫の増進について、2017 年 6 月には、8 か月の幼児の

ワクチン接種率を 95％にするリウマチ熱の減少について、

2016 年 6 月には、リウマチ熱の罹患率を、10 万人あたり 1.4

件に減少させる（2016 年 6 月時点でワクチン接種率は 92.8％

を達成、リウマチ熱の発症件数は 2.4 件に減少） 

児童虐待の減少 
 2011 年より増加傾向にある児童虐待数を、2017 年 6 月には

3,000 件以下に抑える（2016 年 3 月時点で 3,002 件に減少） 

技術と雇用の促進 

18 歳人口におけ

るNCEAレベル

2 程度の資格取

得率の増加 

 2017 年 6 月には、18 歳人口における NCEA レベル 2 程度の

資格取得率を 85％にする（2015 年 6 月時点で 83.3％の取得

率を達成） 

25 歳から 34 歳

人口におけるニ

ュージーランド

学力レベル 4 以

上の資格取得率

の増加 

 2018 年 9 月には、25 歳から 34 歳人口におけるニュージーラ

ンド学力レベル 4 以上の資格取得率を 60％にする（2016 年 6

月時点で 56.5％の取得率を達成） 

犯罪の減少 

犯罪総数、凶悪

犯罪、青少年犯

罪 

 2018 年 6 月には、2011 年比で犯罪総数を 20％減少させる 

 2017 年 6 月には、2011 年比で凶悪犯罪の発生件数を 20％減

少させる 

 2017 年 6 月には、2011 年比で 14 歳から 16 歳の青少年犯罪

による出廷件数を 25％減少させる（犯罪総数は 2016 年 6 月

時点で 14.8％減少、凶悪犯罪の発生件数は 2016 年 6 月時点

で 4.5％の減少、青少年犯罪による出廷件数は 2016 年 6 月時

点で 33％の減少） 

再犯防止 
 2017 年 6 月には、2011 年比で犯罪の再発生率を 25％減少さ

せる（2016 年 6 月時点で 28.3％に減少） 

官民の意思疎通の

向上 

より良いビジネ

ス－企業へのよ

り良い公共サー

ビスの提供 

 2017 年には、2012 年比で行政負担を 25％減少させる（2016

年 6 月時点で 94％に減少） 

デジタル環境を

利用した行政手

続きの簡略化 

 2017 年度には、主要な行政手続きの 70％をデジタル化する

（2016 年 6 月時点の普及率は 49.7％） 

出典：State Services Commission, “Better Public Services”, (http://www.ssc.govt.nz/better-public-services)

より作成 

http://www.ssc.govt.nz/better-public-services
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④ 評価サイクル 

 毎年度、9～12 月にかけて政府が中期戦略目標を設定して、中期的に達成を目指す「戦略的成果

分野」や重点的に取り組む「重要成果分野」を設定し、各府省は業績改善フレームワークに基づ

いて具体的な政策を取りまとめ、府省が目指すアウトカムを示す政策意図説明書（SOI）を策定

する。各府省は BPS で取り上げられている政策を SOI に盛り込み、翌年度に実施して評価結果

を年次報告書に取りまとめる。 

 

⑤ 評価結果の活用方法 

 BPSの評価結果は年次報告書に取りまとめられて、各府省は政策を見直して SOI に反映される。 

 また、BPS の評価結果はニュージーランド政府サービス委員会がホームページで公表しており、

説明責任の遂行に取り組んでいる。 

 

(3) 評価の事例 

 BPSの分野である長期的な福祉依存の減少と、脆弱な環境に置かれた児童の支援の評価の項目と

内容は、図表 1-24・図表 1-25 のとおりであり、それぞれで評価項目が異なっている。 

 

図表 1-24 長期的な福祉依存の減少の評価項目・内容 

項 目 内 容 

（Ⅰ）ニュージーランド

にとってのメリット 

 国民の生活の質を上げるとともに、労働生産力を高め、政府の財政管理への寄

与に繋がる 

 2012 年 4 月時点で、ニュージーランドの求職支援を半年以上受けている 78,000

人の労働生産人口を 2017 年の 6 月には 55,000 人以下に削減することを目指す 

（Ⅱ）業績達成のため

の取組 

 求職相談の種類の細分化と、福祉依存のマイナス面を訴えるなどさまざまな角

度から対象者に働きかける 

 年間を通じた雇用状況の評価やモニタリングや福祉制度の将来的なコストをモ

ニタリングし、早期の段階で福祉に依存しないような環境の整備 

 雇用者と被雇用者のマッチングなどのシステムを充実させ、逐次、影響を評価

することで、行政のサービスを向上させる 

（Ⅲ）業績達成のため

の連携 

 社会開発省長官と法務省長官、教育省長官、保健省長官、建築住宅庁副長官から

構成される社会セクター府省間フォーラムを通じて協力 

 ニュージーランド警察、マオリ発展省、太平洋諸島省が必要に応じて協力 

（Ⅳ）業績の評価方法 
 労働生産人口の内、ニュージーランドの求職者支援金を 12 か月以上、継続して

受給している割合を目標値と比較し、達成度を評価 

出典：State Services Commission, “Better Public Services”, (http://www.ssc.govt.nz/better-public-services)

より作成 

 

  

http://www.ssc.govt.nz/better-public-services
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図表 1-25 脆弱な環境に置かれた児童の支援の評価項目と内容 

項 目 内 容 

（Ⅰ）業績の焦点 

 幼児教育の促進 

 幼児免疫の増進とリウマチ熱の減少 

 児童虐待の減少 

（Ⅱ）当政策によるニュ

ージーランドにとって

のメリット 

 成人後の慢性疾患やアルコール依存、失業などの減少による「経済における生

産性と競争力の確保」と「緊縮財政下でのより良い公共サービス」の実現 

（Ⅲ）業績達成のため

の取組 

 脆弱な状態にある児童の特定や支援の方法について情報共有の強化 

 対象の絞り込みと一貫したサービスの提供 

 政府資金の効果の確認 

 責任の共有 

（Ⅳ）業績達成のため

の連携 

 教育省と保健省の支援を得て社会開発省が主管として実施し、社会セクター府

省間フォーラムを通じて協力 

（Ⅴ）該当する 3 つの

目標の業績 

 より多くの児童に幼児教育の機会の提供 

 幼児免疫の獲得率の向上や、地域コミュニティーと連携したリウマチ熱罹患率

の減少 

 病院や教育機関へのソーシャルワーカーの導入や、教育機関において児童虐待

に関する相談ができるような体制の整備 

出典：State Services Commission, “Better Public Services”, (http://www.ssc.govt.nz/better-public-services)

より作成 

 

(4) 制度の特徴 

➀ 評価制度 

（Ⅰ）評価対象 

 BPSで取り上げられている分野・目標が、評価対象となっている。 

 

（Ⅱ）評価主体 

 BPSの評価は関係府省が行い、ニュージーランド政府サービス委員会が評価結果を取りまとめて

ホームページで公開している。 

 

（Ⅲ）評価方法 

 BPSの評価では、分野の目標の達成状況や目標の達成に向けた取組等を検討して、年次報告書に

取りまとめている 

 

② 評価結果の活用方法 

 関係府省は BPSの評価結果に基づいて政策を見直し、SOI を策定している。 

 また、ニュージーランド政府サービス委員会は BPS の評価結果をホームページで公表し、説明責

任の遂行に取り組んでいる。 

  

http://www.ssc.govt.nz/better-public-services
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1-6. 英国：単独府省事業計画、マニフェスト 

(1) 単独府省事業計画 

➀ 概要 

 1998 年、労働党ブレア政権において、政府全体の目標管理に焦点を当てた「公共サービス協定」

（PSA）が導入された。2010 年に保守党キャメロン政権が成立すると、PSA は各府省の政策と

の整合性が確保されていない等の理由から廃止されることとなり、「府省ビジネス計画」（DBP）

が導入された。府省ビジネス計画は政府全体の目標管理に引き続き焦点を当てたものの、政府の

優先政策として設定されていない各府省の政策の目標管理が十分でなかったことなどから、2015

年に廃止された。 

 府省ビジネス計画に代わって、2016 年からは単独府省事業計画（SDP）が導入されている（図表

1-26）。SDP は内閣府実施ユニットと英国財務省により考案され、政権政党のマニフェストに基

づいて各府省が実施する政権の重要政策であり、SDP における府省の重要政策である戦略目標は

より上位の政策等として位置付けられる。SDP においては、PSA や府省ビジネス計画を踏まえ、

政権政党のマニフェストに基づく政府の優先政策に関する各府省の政策と、各府省のそれ以外の

政策の両方を管理できる仕組みになっている。 

 

図表 1-26 英国における政策評価制度の変遷（1998年から現在） 

運用期間 制度名 特 徴 政権政党 

1998～

2010 年 
公共サービス協定 

 政府全体の目標管理に焦点 

 30 の府省横断的目標とそれを計測するための 152 の成

果指標の設定（2008 年） 

 各府省に対するトップダウンの性質が強い 

労働党 

2010～

2015 年 
DBP 

 政府全体の目標管理に焦点 

 各府省単位での実施事項、財政資源配分などの設定 

 政府の優先政策と関わりの薄い各府省の通常業務の目

標管理が不十分 

保守党 

2016 年～ SDP 

 マニフェストを各府省単位の政策へ反映 

 各府省単位での戦略目標とコア業務目標の設定（政府の

優先政策と各府省の通常業務の両方をカバー） 

 各目標実施のためのスケジュールの設定 

 成果の測定（アウトプット、アウトカム、生産性など様々な指

標を設定） 

保守党 

出典：National Audit Office, “Government’s management of its performance: progress with single 

departmental plans”, 2016 より作成 

 

② 制度の仕組み 

（Ⅰ）評価対象 

 SDP には政府の優先政策として各府省が 3 つ以上設定する「戦略目標」と、各府省の支出の多く

を占める政策に対して設定する「業務目標」、府省の運営に係る業務に対して設定する「府省運営

目標」があり、戦略目標がより上位の政策等として評価対象となっている。なお、戦略目標と業
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務目標、府省運営目標の体系は、文献調査上、確認できなかった。 

 

（Ⅱ）評価主体 

 SDP の戦略目標等の評価は関係府省が実施し、英国内閣府・英国財務省が確認する。なお、SDP

は府省がそれぞれ策定するものであるが、2016 年から導入された新しい取組であるため、府省横

断的な戦略目標の評価主体については文献調査上確認できなかった。 

 

（Ⅲ）評価方法 

 SDP では戦略目標等についてアウトプット指標やアウトカム指標、行政サービス指標（行政サ

ービスの提供量、提供時間、提供品質）、財務指標、生産性指標など設定され、目標の達成状況

等を分析している。 

 なお、SDP の戦略目標等の評価では、英国内閣府実施ユニット（IU）が IT システムを整備して

関係府省が利用しており、関係府省はデータ収集等にかかる負担を軽減しながら、6～8 週間程度

のヒアリング調査を含むディープダイブを実施している（図表 1-27）。 

 

図表 1-27 ディープダイブの概要 

期 間 主な内容 

第 1週  基本的な質問の確認（目的と取組の整合性や課題等） 

第 2週  すべての関係者によるディープダイブの意義の確認 

第 3～4週 
 すべての実施段階の関係者へのヒアリング調査 

 文献調査 

第 5～6週  関係者との仮説の検証 

第 7週  大臣との改善方策の検討 

第 8週以降  改善方策の進捗管理 

出典：英国内閣府資料より作成 

 

（Ⅳ）評価サイクル 

 英国財務省は複数年度の予算を編成する「支出見直し」を取りまとめており、SDP の戦略目標等

の評価結果は次期の支出見直しにおける府省の予算配分に反映される。このため、府省の重要政

策は SDP の戦略目標等の評価結果を踏まえて見直され、次期の支出見直しに計上されて予算が

確保された上で、次期の SDP に取り上げられて実施される（図表 1-28）。 
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図表 1-28 SDPと支出見直しのサイクル（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：英国内閣府資料より作成 

 

（Ⅴ）評価結果の活用方法 

 SDP の評価結果は、次期の支出見直しに反映されて、府省の予算配分が行われて各府省において

政策が見直される。 

 

③ 評価の事例 

 ビジネス・イノベーション・職業技能省（BIS）における SDP（図表 1-29）の例では、2015 年

度から 2016 年度までの財源が示され、戦略目標が 6 つ示されている。6 つの戦略目標について

は、それぞれに担当大臣と担当行政官が設定されており、例えば「競争性と輸出」（図表 1-30）に

おいては、5 人の担当大臣と 5 人の行政官が責任者とされている。戦略目標に対する政策につい

ては、定量目標や達成時期等の項目が複数設定されている。また、効率性向上の取組として、支

出削減の取組や府省横断的な課題についての目標も設定されている。 

 なお、SDP については、2015 年度から 2020 年度までの評価期間中のため、評価書については現

時点では確認することはできない。 

 

図表 1-29 BISの SDPにおける財源と戦略目標 

項 目   内容 

財 源  166 億ポンド（2015 年度-2016 年度） 

戦略目標 

 競争性と輸出 

 ビジネスと企業 

 科学とイノベーション 

 実習制度とスキル 

 高等教育 

 労働市場 

出典：Government UK, “BIS single departmentalplan:2015 to 2020,2015 より作成 
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図表 1-30 戦略目標「競争性と輸出」における実施政策例（一部） 

項 目 内容 

責任者  担当大臣 5 名・担当行政官 5 名 

実施政策と目標 

 世界銀行発行の「ビジネスのし易さランキング」において、2020 年までに

英国を世界で 5 位以内、欧州では 1 位を目指す取組を実施 

 2020年時点で2010年比において対外輸出事業を行う英国企業数を100,000

社増加させる取組を実施 

効率性向上の取組 

（支出削減の取組） 

 省内職員の定員減数を含む、組織内の運営コストを 30%-40%削減する（3 億

5 千万ポンド分の削減）ための取組を実施 

（府省横断的な課題） 

 関係政府機関（Crown Commercial Service）と連携し、2020 年までに支出

の 33％を中小企業へ投資する目標を推進する取組を実施 

出典：Government UK, “BIS single departmentalplan:2015 to 2020,2015 より作成 

 

③ 制度の特徴 

（Ⅰ）評価制度 

ⅰ）評価対象 

 SDP で取り上げられている政策が評価対象となっており、戦略目標がより上位の政策等として評

価対象となっている。 

 

ⅱ）評価主体 

 SDP の戦略目標等の評価は関係府省が実施し、英国内閣府・英国財務省が確認する。なお、府省

横断的な戦略目標の評価主体については文献調査上確認できなかった。 

 

ⅲ）評価方法 

 SDP の戦略目標等の評価では関係府省は IU が整備する IT システムを利用して、データを収集

しながら、目標の達成状況等を分析する。また、関係府省では SDP の戦略目標等の評価に当たっ

て、6～8 週間程度のヒアリング調査を含むディープダイブを実施している。 

 

（Ⅱ）評価結果の活用方法 

 SDP の戦略目標等の評価結果は、次期の支出見直しに反映されて、府省への予算配分を通じて各

府省が政策を見直している。 

 

(2) マニフェスト 

➀ 概要 

 英国では 19世紀から国政選挙において、各政党が政権公約としてマニフェストを導入しており、

マニフェストには重要政策の定量的・定性的な目標や財源、目標年次等が明記されている（図表

1-31）。マニフェストには法的拘束力はないが、政権を獲得した政党はマニフェストに基づいて予
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算編成を行って実現に取り組んでいる。政権政党のマニフェストに取り上げられている政策は政

権公約となる重要な政策であり、より上位等の政策として位置付けられる。 

 

図表 1-31 保守党のマニフェストの項目（2015年） 

アジェンダ 項 目 公約（抜粋） 

1. 家庭を支援す

る経済政策 

あなたとあなたの

家庭を支援する強

い経済 

 個人所得税控除額を 12,500 ポンドに、40%の所得税適用基準を

50,000ポンドに引き上げる 

 2030年までに世界で最も繁栄する経済になる 

より良い道路、鉄

道、現代的な通信

手段 

 英国全体のビジネスを促進させるためにインフラ投資を進める 

 国民全員がデジタル経済の一員となれるようブロードバンドと携帯電

話接続の改善、さらなる整備を進める 

2. すべての人に

雇用を 

すべての人に雇用

を 

 完全雇用を実現するため、企業が 200万人の雇用の創出を支援 

 若者がスキルを身に着けられるよう、300 万人の見習制度の創出を支

援 

3. 税の軽減とより

公正な福祉、移民

の管理 

税の軽減とより公

正な福祉システム

の構築 

 所得が 12,500ポンド以下の国民を所得税の対象から完全に除外する 

 子供を持つ両親の仕事への復帰を支援するため、税金免除の幼児ケ

アプログラムを導入する。また、3歳から 4歳の幼児を持つ両親には週

30時間の無料幼児ケアプログラムを提供する 

英国に資する移民

の管理 

 福祉制度を改革することにより EUからの移民を管理する 

 地方や公共サービスへの負担を緩和するため基金を設立する 

4. あなたとあなた

の家庭のための最

高の学校と病院 

子どもに最高の人

生の始まりを 

 数学、エンジニアリング、科学、コンピュータスキルにおいて世界でトッ

プの国になるよう、教師を支援する 

 より良い初等教育環境を整える 

国家保健サービス

の保護と改善 

 将来 5 か年にわたる国民保険サービスの実施計画を支援するため、

2020年までに 80億ポンド以上の支出を行う 

 2020 年までに国民が必要なときにはいつでも一次医療を受診できる

ようにする。また、75 歳以上の国民には即日診療が受けられるように

する 

余暇やスポーツの

促進 

 国立博物館やギャラリーの入場料を引き続き無料にする 

 国民がお金を貯めることができるよう、BBC ライセンス料を凍結する 

大きな社会の構築

の支援 

 大企業や行政機関に勤務する国民に、年間 3 日間の有給ボランティ

アに参加する権利を与える 

 子供が市民サービスに参加できるようにする 

あなたのためのより

良い政府 

 国民にとって重要な行政サービスのオンライン化を促進する 

 国民の税金がどのように使われるかについて説明責任を果たすため、

政府の透明性を引き続き向上させる 

5. あなたの家と近

隣の安全の確保 

持ち家の購入支援 

 40歳未満の初めて持ち家を購入する国民が対象の住宅を 20万軒建

設する。 

 長期経済計画を通じて住宅ローンを低く抑える 

自然環境の保護 
 国民のためにクリーンな空気と水への投資を進める 

 海洋生物を保護するために、環境保護区域を新たに増やす 

クリーンで安価、安

定的なエネルギー

の保証 

 エネルギー市場における競争性を高めるために可能な限りエネルギ

ー使用量を低くする 

 気候変動に関する政府の公約を実現し、可能な限り低いコストで二酸

化炭素を減少させる 

犯罪の撲滅と被害

者への寄り添い 

 犯罪者に対して厳罰化を進め、刑事施設に関する改革を進める 

 外国人犯罪者を英国からより容易に追放できるよう、人権法を廃止し、

ヨーロッパ人権裁判所の役割を縮小させる 

テロの防止と原理

主義への対応 

 若者が過激主義やテロリズムに引き込まれないよう、オンライン上の過

激化やプロパガンダに対処する 

 暴力を伴わない過激主義を含む、全てのタイプの過激主義に対処し、

我々の価値や生活が促進され保護されるようにする 
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アジェンダ 項 目 公約（抜粋） 

6. 尊厳のある退

職 
尊厳のある退職 

 持ち家を相続税の対象から除外する（適用基準金額を 100万ポンドに

することで富裕層以外を除外） 

 貯蓄を促進する 

7. あなたの国の

安全の確保 

21世紀の同盟 

 所得税を含む英国のみに影響を与える事項に関して国会議員に拒否

権を付与する 

 スコットランドへの新たな権限移譲に関する公約を守る 

EU との関係の真

の変化 

 2017年までを目標に EU離脱に関する国民投票を実施する 

 非常に官僚的で巨大な EUの仕組の改革を進める 

世界で際立つ英

国 

 国際開発に GDPの 0.7%を支出する公約を守る 

 外交手段による国民の利益の保護、英国の価値観の支持、安全と繁

栄への脅威への対処を進め、英国を世界における重要なプレイヤー

にする 

出典：Conservative Party, “The conservative party manifesto 2015”, 2015 より作成 

 

 マニフェストの内容を各府省の政策に反映するために、英国では 2016 年から SDP を導入してい

る。SDP は府省ごとに作成され、マニフェストの内容が政策体系に反映されるようになっている。

また、各府省に対するマニフェストの推進と進捗管理などを目的として、内閣府に IU を設置し

ている。 

 

② 制度の仕組み 

（Ⅰ）評価対象 

 マニフェストで取り上げられた政策が、評価対象となっている。なお、マニフェストの政策はあ

いまいな場合があり、評価対象となる政策は評価主体によって異なる場合がある。 

 

（Ⅱ）評価主体 

 マニフェストの評価は政権政党がみずから評価するが、マスコミ・有識者等が評価する場合もあ

る。 

 

（Ⅲ）評価方法 

 マニフェストの評価では、取り上げられた重要政策に関する定量的・定性的な効果を分析し、達

成状況を評価している（図表 1-32）。なお、マニフェストの評価主体は政権政党やマスコミ・有

識者等の場合があり、評価方法は評価主体によって異なる。 
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図表 1-32 マニフェストの評価の例（労働党の 1997年のマニフェストの 2001年における評価） 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「UFJI-MOOK 006」（UFJ総合研究所／2003年） 

 

（Ⅳ）評価サイクル 

 マニフェストの評価時期は決まっておらず、国政選挙の際に政権政党や、マスコミ・学識者等が

行う場合が多い。 

 

（Ⅴ）評価結果の活用方法 

 マニフェストの評価を通じて、政権政党は未達成な重要政策をテコ入れするなど予算・職員等の

政府の経営資源の配分を見直している。 

 

③ 制度の特徴 

（Ⅰ）評価制度 

ⅰ）評価対象 

 政権政党のマニフェストに取り上げられている政策が、評価対象となっている。 

 

ⅱ）評価主体 

 マニフェストの評価主体は決まっておらず、政権政党のほか、マスコミ・学識者等が行う場合が

ある。 

 

ⅲ）評価方法 

 マニフェストの評価では、取り上げられた重要政策に関する定量的・定性的な効果を分析してい

るが、評価主体によって評価方法が異なる場合がある。 

 

（Ⅱ）評価結果の活用方法 

 政権政党はマニフェストの評価を通じて経営資源の配分を見直し、未達成な重要政策をテコ入れ

等の見直しを行っている。 



 

-38- 

1-7. 米国：GPRAMA、GAO 

(1) GPRAMA 

➀ 概要 

 1980 年代以降、米国では「成果を重視する行政経営」の考え方が普及し、1993 年にはクリント

ン政権において政府の説明責任を遂行するため、「政府業績成果法」（GPRA）が導入された。GPRA

により、各府省は中期の取組を定めた戦略計画と、毎年度の取組を定めた年次業績計画のほか、

年次業績計画を評価する年次業績報告書を策定することになった。 

 2010 年にオバマ政権は政府の業績マネジメント改革を打ち出し、GPRA を改訂した「政府業績

成果現代化法」（GPRAMA）を導入しており、行政管理予算局（OMB）が GPRAMA を所管して

いる。GPRAMA では各府省が策定する戦略計画と年次業績計画、年次業績報告書において、各

府省が優先度の高い政策を取り上げて指標・目標を設定する「府省優先目標」（APGs）と、OMB

が複数の府省にまたがる重要な政策を取り上げて、関係府省と調整して指標・目標を設定する「府

省横断優先目標」（CAPGs）等が業績目標として盛り込まれている。CAPGs に関連する政策は府

省横断的な重要政策で、政権の重要な政策であり、より上位の政策等として位置付けられる。 

 

② 制度の仕組み 

（Ⅰ）評価対象 

 GPRAMA では各府省は大統領の任期にあわせて 4 年ごとに戦略計画を策定し、年次業績計画と

年次業績報告書を毎年度策定している（図表 1-33）。戦略計画・年次業績計画・年次業績報告書

では、各府省が設定する APGs と、OMB が関係府省と調整して設定する CAPGs が業績目標と

して盛り込まれて、戦略として政策が体系化されており、CAPGs に関連する政策が評価対象とさ

れている。なお、Performance.gov では CAPGs に関連する政策について、各府省の取組の評価

等が取りまとめられているが、具体的な政策の体系は文献調査上確認できず、CAPGs に対する下

位の政策評価の関連については確認できなかった。 

図表 1-33 戦略計画・年次業績計画・年次業績報告書の構成と CAPGsの位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：会計監査院、『アメリカの政府業績成果現代化法（GPRAMA）等の運用から見た我が国の政策評価の実施及

び会計検査に関する調査研究』、2015年.より作成 

戦略計画（大統領の任期（4年間））

使命

戦略目標および戦略目的

業績目標（APGs・CAPGs等）

外部要因

戦略

関連する報告

議会との協議内容

プログラム評価

年次業績計画（毎年）

概要

業績目標（APGs・CAPGs等）

戦略

指標と到達期限

予算

年次業績報告書（毎年）

使命・組織・戦略目標
業績目標（APGs・CAPGs等）
目標水準と実績の比較
データの信頼性に関する長官のコ
メント
データが欠損している指標
5年間の業績傾向
業績改善のための取組（戦略の
見直し）
プログラム評価の概要
ウェブサイトのリンク
GAOからのハイリスクの指摘事項

各府省が策定

関連する政策 関連する政策

関
連
す
る
政
策
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 OMB が関係府省と調整して指標・目標を設定する CAPGs は、政府の行政評価に関する取組を公

表するホームページである「Performance.gov」で公表されており、政策に関する「使命（Mission）」

と政府の運営管理に関する「管理（Management）」の 15 分野が設定されている（図表 1-34）。

例えば、使命に関する CAPGs の政策として「サイバーセキュリティ」が取り上げられており、

セキュリティ意識の啓発とリスクの緩和を目的として、アクセス管理等のビジョンが打ち出され

て、ビジョンの達成状況を測る指標・目標として「行政機関での権限のないユーザーがネットワ

ークにログオンする場合の個人認証の割合を 85％以上に高める」や、「行政機関での個人認証の

利用率を 100％にする」等が設定されている。 

 

図表 1-34 CAPGsの分野とサイバーセキュリティ（アクセス管理）に関する指標・目標の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：STEMは、科学・技術・工学・数学（Science, Technology, Engineering and Mathematics）を指す。 

出典：Performance.gov, “CROSS-AGENCY PRIORITY GOALS”, (https://www.performance.gov/cap-goals-

list?view=public)より作成 

 

（Ⅱ）評価主体 

 CAPGs の評価では、GPRAMA を所管する OMB が実施に関する書類やスケジュールの設定のほ

か、記載内容の確認等を行っている。OMB は各府省が戦略計画・年次業績計画・年次業績報告書

を策定する際に、CAPGs の指標・目標を調整して設定している。 

 各府省には GPRAMA を推進する業績向上担当官（PIO）が配置され、OMB はホワイトハウスの

責任のもと、関係府省の PIO と業績担当者会議（PIC）を開催して、CAPGs の評価を四半期ご

とに実施しており、OMB のマネジメント・予算を担当する副長官が年に 2 回参加している。OMB

は関係府省が CAPGs の指標に関する目標を達成できないと判断する場合には、関係府省の長官

や議会の関連する委員会に報告し、議会は必要に応じて会計検査院（GAO）に検証を指示するこ

効 果
軍人・退役軍人のメンタルヘルス

サイバーセキュリティ

気候変動（連邦レベルの対策）

内部脅威・安全性確保の改革

雇用創出への投資

インフラの現代化

STEM教育

顧客対応

よりスマートなITの導入

分野の管理

シェアードサービス

ベンチマークと間接業務の改善

オープンデータ

研究と市場のつながり

人々と文化

効率性

人々と文化

経済成長

効 果

効率性

経済成長

人々と文化

使 命

管 理

目的：セキュリティ意識の啓発とリスクの緩和

モニタリング

アクセス管理

フィッシング・
マルウェア対策

行政機関での権限の
ないユーザーがネット
ワークにログオンする
場合の個人認証の
割合を85％以上に

高める

行政機関での個人

認証の利用率を

100％にする

【ビジョン】 【指標・目標の例】

O
M

B

が
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と
調
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て
設
定
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とになっており、関係府省の長官からの指示や議会、GAOによる働きかけを通じて政策は見直さ

れている。 

 

（Ⅲ）評価方法 

 OMB は CAPGs の評価に当たって、関係府省の PIO を「ガバナンスチーム」として指標ごとに

組成して PIC を開催し、目標の達成状況を四半期ごとに評価して、政策の見直しに向けた行動計

画を作成している。行動計画には関係府省の対応や CAPGs の指標・目標と測定方法、予想され

るリスクや障害等が記載される。 

 

（Ⅳ）評価サイクル 

 GPRAMA において各府省は大統領の任期にあわせた 4 年ごとの戦略計画に基づき、毎年度、年

次業績計画を策定して年次業績計画報告書において CAPGs 等を評価し、評価結果を翌年度の年

次業績計画に反映している（図表 1-35）。OMB は関係府省の PIO をガバナンスチームとして PCI

を開催し、CAPGs の評価を四半期ごとに実施しており、政策を柔軟に見直している。 

 

図表 1-35 CAPGs の評価サイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Performance.gov, “CROSS-AGENCY PRIORITY GOALS”,  

(https://www.performance.gov/cap-goals-list?view=public)より作成 

 

（Ⅴ）評価結果の活用方法 

 CAPGs の評価結果は、関係府省の年次業績計画や行動計画の作成を通じて政策が見直されるほ

か、OMB が指標に関する目標を達成できないと判断する場合には、関係府省の長官や議会の関

連する委員会に報告され、関係府省の長官からの指示や議会、議会の指示に基づく GAO による

働きかけを通じて政策を見直している。なお、予算編成は議会の専管事項であるため、CAPGs の

評価では政策の予算面の見直しは直接行っておらず、OMB の議会への報告を通じた働きかけに

各府省
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年次業績計画 年次業績計画 年次業績計画 年次業績計画
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評 価 見直し 評 価 見直し 評 価 見直し
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価
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価
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価
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価
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価
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価
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価
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価
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価
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四半期ごと

CAPGs CAPGs CAPGs CAPGs
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よって政策の予算面の見直しが行われている。 

 

③ 評価の事例：サイバーセキュリティ 

 米国ではサイバーセキュリティは技術的な問題としてだけではなく、社会経済の安定を脅かす国

家的な深刻な問題として捉えて、CAPGs に取り上げられている。CAPGs においてサイバーセキ

ュリティはセキュリティ意識の啓発とリスクの緩和を目的として、各府省における情報セキュリ

ティの取組の強化を図っている。 

 CAPGs におけるサイバーセキュリティでは、組織における情報セキュリティ体制と環境、即応性

を監視・評価・分析・診断するモニタリングと、情報にアクセスする利用者を認証し、業務に関

係する情報のみにアクセスを制限するアクセス管理、マルウェアに関するリスクを軽減するフィ

ッシング・マルウェア対策をビジョンとして設定している。それぞれのビジョンについて指標・

目標が設定され、各府省における目標の達成状況が評価されている（図表 1-36）。なお、CAPGs

におけるサイバーセキュリティの評価では、各府省の目標の達成状況は示されているが、それぞ

れの政策とサイバーセキュリティとの関係は示されておらず、具体的な政策の体系は文献調査上、

確認できなかった（図表 1-37）。 

 

図表 1-36 CAPGsにおけるサイバーセキュリティの評価（総括） 

ビジョン 指標・目標 

達成している府省数／全府省数

（2015年度） 

第 3四半期 第 4四半期 

モニタリング 

管理しているハードウェア資産の割合（検査・メタデー

タの収集）が 95％以上 
8／24 10／24 

管理しているソフトウェア資産の割合（インベントリの作

成・受け入れ可能リストの作成）が 95％以上 
7／24 7／24 

脆弱性管理の割合が 95％以上 8／24 9／24 

安全に設定されている割合が 95％以上 15／24 15／24 

アクセス管理 

行政機関での権限のないユーザーがネットワークにロ

グオンする場合の個人認証の割合を 85％以上に高

める 9／24 16／24 

上記の目標を満たす財務官法に基づく組織数 

行政機関での個人認証の利用率を 100％にする 

9／24 13／24 

上記の目標を満たす財務官法に基づく組織数 

フィッシング・マル

ウェア対策 

フィッシング対策ツールの導入率を 100％にする 12／24 14／24 

マルウェア対策ツールの導入率を 90％以上にする 8／24 9／24 

混合型対策ツールの導入率を 90％以上にする 14／24 19／24 

出典：Performance.gov, “CROSS-AGENCY PRIORITY GOALS”,  

(https://www.performance.gov/cap-goals-list?view=public)より作成 
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図表 1-37  CAPGsにおけるサイバーセキュリティの評価 

（フィッシング・マルウェア対策の府省ごとの評価） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Performance.gov, “CROSS-AGENCY PRIORITY GOALS”,  

(https://www.performance.gov/cap-goals-list?view=public)より作成 

 

④ 制度の特徴 

（Ⅰ）評価制度 

ⅰ）評価対象 

 OMB が関係府省と調整して指標・目標を設定する CAPGs について、関係府省が戦略計画・年次

業績計画・年次業績報告書において政策を戦略として体系化しており、これらが評価対象とされ

ている。なお、Performance.gov では CAPGs の関連する政策について、各府省の取組の評価等

は示されているが、具体的な政策の体系は文献調査上確認できず、CAPGs に対する下位の政策評

価の関連については確認できなかった。 

 

関係府省   

⇒具体的な政策

の体系は不明 

府省の評価結果

（導入率） 

対策の種類 

（フィッシング 

対策、マルウェア

対策、混合型 

対策のツールの

導入） 



 

-43- 

ⅱ）評価主体 

 OMB が関係府省と調整して CAPGs の指標・目標を設定する。また、関係府省には GPRAMA を

推進する PIO が配置され、OMB はホワイトハウスの責任のもと、関係府省の PIO と PIC を開

催して、CAPGs の評価を四半期ごとに実施している。なお、OMB が CAPGs の指標の目標を達

成できないと判断する場合には、関係府省の長官や議会の関連する委員会に報告することになっ

ている。 

 

ⅲ）評価方法 

 OMB が関係府省の PIO と PIC を開催して、CAPGs の指標の目標の達成状況を評価している。 

 

（Ⅱ）評価結果の活用 

 OMB は関係府省の PIO と PIC を開催して CAPGs を評価しており、評価結果に基づく政策の見

直しの検討内容は非公表であるが、関係府省は評価結果に基づいて政策を見直している。OMB が

CAPGs の指標に関する目標を達成できないと判断する場合には、関係府省の長官や議会の関連

する委員会に報告され、関係府省の長官からの指示や議会、議会の指示に基づく GAO による働

きかけを通じて政策を見直している。なお、予算編成は議会の専管事項であるため、OMB は

CAPGs の評価において政策の予算面の見直しは直接行っていない。 

 

(2) GAO 

➀ 概要 

 GAO は 1921 年に予算会計法に基づき、連邦政府全体の会計・検査の責任を負う機関として、議

会に付属する機関として創設された組織であり、政府横断的な課題や政策評価、予算、人事、規

制、統計、税制を取り扱っている。GPRAMA において GAOは実施状況の監視機関として位置付

けられており、戦略課題に取り組む部署が存在する。議会に付属する GAO は府省から独立し、

戦略課題に取り組む部署では府省における GPRAMA の実施状況を把握するため、議会の指示等

に基づいて政策を取り上げて評価しており、GAO が評価を行う政策は政権の重要政策としてよ

り上位の政策等として位置付けられる。 

 

② 制度の仕組み 

（Ⅰ）評価対象 

 GAO が評価する GPRAMA の実施状況の監視は、議会の要請によるが、定期的な評価は独自の

判断により検査を行っている。なお、多くは独自の判断で行うものよりも、「議会が法において

GAO に報告を指示するもの」や、「議会の委員会が審議において検討すべき課題をより明らかに

するため GAO に対して個別テーマについて報告を求めるもの」の方が多くを占める。 
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（Ⅱ）評価主体 

 GAO の意思決定機関は執行委員会であり、会計検査委員長、首席業務執行官、首席管理官兼首席

財務担当官、法律顧問の計 4 名から構成される。首席業務執行官の下には、計 14 のチームが分

野別に編成されており、GPRAMA における業績に関する評価については「戦略課題」を担当す

るチームが実施する。 

 

（Ⅲ）評価方法 

 GAO の報告書では、重要政策を取り巻く状況を整理して課題を明らかにした上で、重要政策の効

果を定量的・定性的に評価し、改善方策等が取りまとめられている。 

 GAO における戦略課題の担当部署は GPRAMA のほか、政府横断的課題、予算、人事、規制、統

計、税制の課題を取り扱っており、個別の府省を対象にした検査は行わず、テーマに応じてサン

プルを抽出して検査を行っている。 

 

（Ⅳ）評価サイクル 

 GAO が議会の要望に基づいて作成する資料は年間 45 本程度に上り、政府が取り組む主要な政策

について評価を実施する。GPRAMA についても導入後より、CAPGs の四半期ごとの評価に加え

て、議会の要請に基づき進捗状況の確認や OMB 等の CAPGs を評価する主体に対する助言を行

っている。 

 

（Ⅴ）評価結果の活用方法 

 GAO は連邦政府所管の全政策プログラムの内、重複解消や機能集約を要する事項を毎年度議会

へ報告することが義務付けられている。府省は議会を通じて GAO の重要政策に関する改善方策

の提案を受け、政策を見直している。 

 

③ 評価の事例：エネルギーと水に関連する事業「飲料水の供給及び排水処理等に関する使用エネルギ

ーの効率化」 

 GAO は議会の指示に基づき、エネルギーと水に関連する事業を評価している。都市生活における

飲料水の供給及び排水処理に使用されるエネルギーの消費が適切かどうかについて、議会の指示

に基づき GAO が実施した評価になる。当評価の実施要領としては（Ⅰ）都市生活における水の

供給・処理に係るサイクル、（Ⅱ）水の供給・処理に使用されるエネルギーの総量を分析し、専門

家の分析を含め定性的に評価した事例になる。飲料水の供給や排水処理に関係する主体には、連

邦や州レベルの政府機関、関係する非営利団体などがある。 

 評価の方法としては、GAO はメンフィス（テネシー州）、サンディエゴ（カリフォルニア州）、ワ

シントン D.C.の 3 つの都市における水の供給・処理のサイクルを特定するとともに処理に要する

エネルギー効率を上げるための技術や機器の適用可能性について評価した。結果、排水処理施設
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におけるパイプラインの漏れの事前検知など、先進的な技術の活用により、排水処理の効率を上

げることや、エネルギー効率を上げることが可能だが、実際にはそのような技術を使用できる機

器の導入にはコスト的な面から難しいと結論している。 

 GAO は提言等を行っていないが、報告書の草案は国防省、エネルギー省、内務省、環境保護庁に

共有されている。 

 

④ 制度の特徴 

（Ⅰ）評価制度 

ⅰ）評価対象 

 GAO による評価は議会の要請による場合と、独自の判断による場合があるが、議会の要請に基づ

き評価を実施する方が多数を占める。 

 

ⅱ）評価主体 

 GAO による GPRAMA における業績に関する評価については、戦略課題を担当するチームが実

施している。 

 

ⅲ）評価方法 

 GAO の重要政策の評価に関する報告書では、重要政策を取り巻く状況や課題、重要政策の効果の

評価、改善方策等が取りまとめられているが、評価方法は重要政策によって異なっており、共通

する評価方法はない。 

 

（Ⅱ）評価結果の活用 

 GAO は評価結果を議会に報告しており、各府省は議会を通じて GAO の提案を受けて政策を見直

している。 
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第 2章 各国におけるより上位の政策等の評価制度の比較と日本への示唆 

 

2-1. 各国におけるより上位の政策等の評価制度の比較 

 各国ではより上位の政策等の評価制度を導入しており（図表 2-1）、より上位の政策等の評価に当

たっては、政権の重要政策と関係府省の政策が体系化され、目的と手段の関係が明確になってい

ることが重要である。カナダではカナダパフォーマンスの政策、フランスではミッションなどを

政権の重要政策と位置付けて関係府省は政策を具体的に体系化しているほか、オランダの事後評

価や英国の SDP では府省の重要政策は政権の重要政策を反映している。また、米国の GPRAMA

では CAPGs に関連する政策について、関係府省は政策を体系化していると考えられることから、

関係府省は政権の重要政策と政策を体系化しているといえる。一方、オーストラリアやオランダ

の IBO、ニュージーランドの BPS、英国のマニフェスト、米国の GAO では政権の重要政策は評

価されているものの、関係府省の政策との関係が不明確となっている。 

 関係府省におけるより上位の政策等の評価では、経営資源（職員・予算等）の配分等を通じて影

響力のある府省が関与し、評価の実効性を確保することが重要である。各国のより上位の政策等

の評価制度では、オーストラリアやカナダ、オランダ、英国の SDP、米国の GPRAMA において

政策の総合調整や予算配分を行う内閣府・財務省等が関与している。フランスでは CIAP、ニュ

ージーランドではニュージーランド政府サービス委員会が関与しているが、それぞれには経営資

源の配分等に関する権限はなく、関係府省への影響力は不明確である。なお、英国のマニフェス

トでは政権の重要政策が関係府省の政策と必ずしも体系化されていないほか、米国の GAO は議

会に付属する機関である。 

 より上位の政策等を客観的に評価するためには、目標の達成状況等を定量的に分析することが重

要であり、先進 7 か国において実施している。なお、英国の SDP では IT システムを整備して、

データ収集にかかる職員の負担を軽減している。 

 より上位の政策等の評価を効果的に運用するためには、政府の PDCA サイクルに組み込むことが

重要であり、より上位の政策等の評価は毎年度など予算編成にあわせて実施することが望ましい。

先進 7 か国においてオランダのハイレベルアセスメントと英国のマニフェスト、米国の GAO 以

外では、より上位の政策等の評価を毎年度など予算編成にあわせて実施しており、特に米国の

GPRAMA では CAPGs に関連する政策を四半期ごとに評価している。また、英国の SDP は、複

数年度の予算を取りまとめる支出見直しにあわせて評価する。なお、オランダのハイレベルアセ

スメントや、英国のマニフェストは選挙に合わせて評価されているほか、米国の GAO は議会の

要請等に基づいて評価を行っている。 

 より上位の政策等の評価は評価結果に基づいて、政権の重要政策と関係府省の政策を見直し、継

続的な改善を図ることが主要な目的であり、関係府省が評価結果に基づいて政策を確実に見直す

仕組みを導入することが重要である。オーストラリアやカナダ、フランス、オランダ、英国の SDP、
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米国では首相や議会、財務省等が関係府省に評価結果に基づく政策の見直しを働きかける仕組み

がある。一方、ニュージーランドの BPS では、ニュージーランド政府サービス委員会は評価結果

を公表しているが、関係府省における政策の見直しは働きかけていない。 
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図表 2-1 各国のより上位の政策等の評価制度の比較 

国 より上位の政策等 評価対象 評価主体 評価方法 評価サイクル 評価結果の活用方法 

オーストラリア  重要領域 

 重要領域の 10分野 

 それぞれの現在の

主な取組 

 オーストラリア首相・

内閣府 

 関係府省 

 指標を設定し、目標

の達成状況を定性

的・定量的に分析 

 毎年度実施 

 オーストラリア首相・

内閣府が首相に評

価結果を報告し、首

相が重要領域の現

在の主な取組を見

直し 

カナダ 
 MRRS に基づくカ

ナダパフォーマンス 

 カナダパフォーマン

スの政策 

 MRRS に基づいて

体系化する関係府

省の戦略アウトカム

等 

 カナダパフォーマン

スの政策は TBS 

 戦略アウトカム等は

関係府省 

 指標を設定し、定量

的に推移を分析 

 戦略アウトカム等に

ついては、目標の達

成状況を分析して

教訓を抽出 

 毎年度実施 

 カナダパフォーマン

スの政策の評価結

果は議会に報告さ

れ、審議を通じて見

直し 

 戦略アウトカム等は

関係府省が教訓に

基づいて見直し 

フランス 
 LOLF におけるミッ

ションと横断的政策 

 ミッション 

 横断的政策（プログ

ラムレベル） 

 所管大臣の府省 

 CIAP がプログラム

レベルの評価の妥

当性を確認 

 ミッションの予算の

執行状況と、プログ

ラムの目標の達成

状況や予算の執行

状況を分析して、有

効性や効率性等を

評価 

 横断的政策は指標

と目標の達成状況

や予算の執行状況

等を分析 

 毎年度実施 

 関係府省内で評価

結果に基づいて政

策を見直し 

 評価結果は議会に

報告され、プログラ

ムレベルの政策を

見直し 
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国 より上位の政策等 評価対象 評価主体 評価方法 評価サイクル 評価結果の活用方法 

オランダ 
 ハイレベルアセスメ

ント・IBO 

 ハイレベルアセスメ

ントは事後評価にお

いて議会に報告さ

れた、目的が同じ複

数の政策をまとめた

もの 

 IBOはオランダ財務

省が重要政策として

設定したもの（医療

や教育、社会保障） 

 ハイレベルアセスメ

ントは議会（外部専

門家も加わる）。な

お、ハイレベルアセ

スメントはオランダ財

務省が所管 

 IBO はワーキンググ

ループ（関係府省と

外部専門家） 

 ハイレベルアセスメ

ントは目標の達成状

況や予算の執行状

況等の審議 

 IBO は目標の達成

状況等を分析し、代

替可能な政策を検

討 

 ハイレベルアセスメ

ントは 4～7 年に 1

回実施 

 IBOは毎年度実施 

 ハイレベルアセスメ

ントの評価結果は総

選挙と政権運営の

開始時の政治家に

情報提供 

 IBO の評価結果に

基づいてオランダ財

務省が代替可能な

政策を検討して内

閣に提示 

ニュージーランド  BPS  5分野・10領域 

 関係府省 

 ニュージーランド政

府サービス委員会

が評価結果を公表 

 目標の達成状況を

分析し、達成に向け

た取組等を検討 

 毎年度実施 

 関係府省は評価結

果に基づいて政策

を見直し、SOI を策

定 

英国 

 SDP 
 戦略目標と業務目

標、府省運営目標 

 関係府省が実施 

 英国内閣府・英国

財務省が確認 

 目標の達成状況等

を分析 

 IT システムを整備し

てデータ収集等の

負担を軽減 

 複数年度予算を取

りまとめた支出見直

しにあわせて実施 

 支出見直しを通じて

府省の予算配分に

反映 

 マニフェスト  マニフェストの政策 
 政権政党のほか、マ

スコミ・有識者等 

 効果を定量的・定性

的に分析 

 決まっていないが、

国政選挙の際に実

施することが多い 

 未達成な重要政策

のテコ入れ等の見

直し 

米国 

 GPRAMA 
 CAPGs に関連する

政策 

 関係府省が実施 

 OMBが確認 

 目標の達成状況等

を分析し、行動計画

を作成 

 四半期ごとに実施 

 目標を達成できない

と判断する場合に

は、OMB が関係府

省の長官や議会の

委員会に報告 

 GAO 

 GPRAMA の対象と

なっている政策 

 議会の要請があっ

た政策 

 GAO 

 課題を明らかにし、

効果を定量的・定性

的に分析して、改善

方策を検討 

 年間 45本程度の評

価に関するレポート

を作成 

 評価結果は議会に

報告し、関係府省に

政策の見直しを働き

かける 

注 1：太字・下線の部分は、課題への対応が進んでいる取組を表す。 

注 2：太線で囲まれた評価制度は、日本にとって参考になるものを表す。 
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2-2. 各国におけるより上位の政策等の評価制度からの日本への示唆 

 現在、日本では内閣の重要政策と関係府省の政策は体系化されておらず、日本におけるより上位

の政策等の評価制度の構築に向けては、評価対象・評価主体・評価方法・評価サイクル・評価結

果の活用方法に関する課題への対応が進んでいるカナダや英国の SDP、米国の GPRAMA 等の各

国の制度を参考にすることが適切であると考えられる（図表 2-2）。カナダでは TBS、英国の SDP

では英国内閣府・英国財務省、米国の GPRAMA では OMB といった制度を所管する組織が関係

府省による体系の妥当性を確認しており、日本においても同様の仕組みを確立することが望まし

い。 

 カナダや英国の SDP、米国の GPRAMA 等では関係府省が政策を評価するものの、制度を所管す

る組織が評価に加わるなど評価の妥当性を確認しており、日本における評価制度においても総務

省と、経営資源の配分等を通じて影響力のある内閣官房・財務省等が連携し、関係府省による評

価の妥当性を確認することが適切であると考えられる。また、政権の重要政策については、カナ

ダや米国の GPRAMA 等では評価結果を議会に報告し、審議を通じて政策を見直している。日本

においても、諸外国における議会の役割を参考に、内閣の重要政策の評価について国会の関与を

検討することも考えられる。 

 カナダや英国の SDP、米国の GPRAMA 等では関係府省の政策が政権の重要政策と体系化された

上で、目標の達成状況等を分析している。一方、日本では内閣の重要政策には KPI 等の設定が進

んでいるが、その KPI には、関係府省の施策又は事務事業において設定されたものが用いられて

いるところ、内閣の重要政策から関係府省の施策・事務事業までの一気通貫した評価が確立され

ていない。そのため、内閣の重要政策における関係府省の施策・事務事業の寄与度が不明確であ

ることから、これらの関係が整理されることが重要である。 

 カナダや英国の SDP、米国の GPRAMA 等は予算編成にあわせて政権の重要政策を評価してお

り、日本においても予算編成にあわせて、内閣の重要政策や関係府省の政策を毎年度評価するこ

とが適切であると考えられる。なお、日本の内閣の重要政策には、少子化対策など政策の実施か

ら効果が現れるまで一定の時間がかかるものがあるため、そのような政策については、内閣の重

要政策の評価を複数年に 1 回とするなど評価サイクルは一定の期間を確保することが望ましい場

合がある。 
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図表 2-2 より上位の政策等の評価制度に関する日本の概要と各国の評価制度からの日本への示唆 

視 点 日本の現状 日本への示唆 

評価対象 

 内閣の重要政策が閣議決定や基本方針等

により打ち出されているが、関係府省の政

策と体系化して評価されていない 

 関係府省が政策を内閣の重要政策と体系

化 

 関係府省の政策の体系の妥当性を確認す

る仕組みの検討 

評価主体 

 内閣の重要政策の評価主体は未確定 

 関係府省の政策評価は独自に実施してお

り、総務省が関係府省の評価結果や評価

結果の反映等を取りまとめて公表 

 関係府省が内閣の重要政策に体系化され

た政策を評価。総務省等が評価の妥当性

を確認 

 内閣の重要政策の評価は、国会に報告し、

審議を行い、国会の関与を強める 

評価方法 

 内閣の重要政策に設定されるＫＰＩは、関係

府省の施策又は事務事業において設定さ

れたものが用いられている 

 関係府省は、その設置目的である政策目

標に係る政策評価を実施 

 内閣の重要政策における関係府省の施

策・事務事業の寄与度が明確になるよ

う、内閣の重要政策から関係府省の施

策・事務事業までの一気通貫した評価方

法の検討 

評価サイクル 

 内閣の重要政策については、評価サイクル

は未確定 

 関係府省の政策評価には事前・実施中・事

後等の評価があり、政策の企画立案から実

施、見直しまでのライフサイクルをカバー 

 予算編成に合わせて毎年度実施。なお、

内閣の重要政策は少子化対策など効果が

現れるまで一定の時間がかかるものがある

ため、関係府省の政策は毎年度実施する

一方、内閣の重要政策は複数年に 1 回実

施することも可能 

評価結果の 

活用方法 

 内閣の重要政策の評価制度が未確定であ

り、評価結果の活用方法は不明確 

 関係府省の政策評価では課題を抽出して

いるが、政策が課題に基づいて確実に見

直されているかは不明確 

 内閣の重要政策は国会における審議を通

じて見直し 

 総務省が内閣官房・財務省等と連携して、

関係府省に評価結果に基づく政策の見直

しを働きかける 
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DPT 
Documents de Politique 

Transversale 
横断的政策に関する報告書 フランス 

GAO Government Accountability Office 米国会計検査院 米国 

GPRA 
Government Performance and 

Results Act 
政府業績成果法 米国 

GPRAMA GPRA Modernization Act 政府業績成果現代化法 米国 

IBO 
Interdepartementale 
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(2) カナダ 

① カナダパフォーマンス 
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(3) フランス 

① ミッション：開発援助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ミッション（PAP）のタイトル 

ミッション（PAP）における予算の評価状況 
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② 横断的政策：国家の対外活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DPTのタイトル 

DPTにおける予算の執行状況 
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(4) オランダ 

① 削減と改革オプション 

 税務当局の政策（実施済み） 

 

 

 

 医療におけるイノベーション（実施予定） 

 

 

 

 

政策の概要と IBOによる評価結果が記載 

政策の概要と IBOによる計画中の評価の実施要領が記載 
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(5) ニュージーランド 

①  長期的な福祉依存の減少 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Aはプログラムの進捗状況を示

しており、「プログラムは進行中

であるものの、解決すべき課題

がある」という状態を示している 
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(6) 英国 

① SDP 
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(7) 米国 

➀ GPRAMA 

 サイバーセキュリティ 

    

 

 モニタリング 
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 アクセス管理 

    
 

 フィッシング・マルウェア対策 
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② GAO 

 GAO による評価 

 

 
 

 

 

 

 

 

 


